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以下の目次は表題の研究 (｢管理及び管理会計・原価計算の起源または現出に関する経済合理主義的歴史
解釈とフーコー主義的歴史解釈の到達点と課題－アメリカ合衆国陸軍省国営 Springfield 兵器廠の事例｣) の
第 1 部から第 4 部 (本稿) までの目次である. 本稿である第 4 部の目次はその中の 7 章の 3 節から ｢おわり
に｣ までの部分である. なお末尾の引用参考文献は第 1 部から 3 部までの引用参考文献以外の文献のみを示
している.
1 はじめに (本稿の目的と分析材料・分析方法)
2 Hoskin & Macve のフーコー主義的歴史解釈と Tyson の経済合理主義的歴史解釈
3 フーコー主義的歴史解釈の特質
4 Hoskin & Macve のフーコー主義的歴史解釈
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第 3 部｣ 『日本福祉大学経済論集』 44 号, pp. 35-67, 2012 年 3 月.) の続稿である. 本稿は Hoskin
& Macve と Tyson の論争点を明らかにする作業の後半部分である. 本稿の最後に本論争の到達点
を確定し, 本論争の評価を行う.
This paper is the following paper of the prior paper ("The Achievement and Problem of
Analysis on the Origin or Genesis of Management and Management Accounting or Cost
Accounting by the Foucauldian Interpretation and the Economic Rationalist Interpretation,
The Springfield Armory Case, part 3."). This paper is the latter half of the work presenting the
points in dispute between Hoskin & Macve and Tyson. Lastly this paper examines the
achivements and problems of this dispute.
キーワード：伝統的歴史学, 新しい歴史学, 言語論的転回の歴史学, 脱構築主義者の歴史学
5 Hoskin & Macve に反論する Tyson の経済合理主義的歴史解釈と Tyson に反論する Hoskin &
Macve のフーコー主義的歴史解釈
6 Lee 監督官の下での出来高払システム及び出来高給会計システムの特質をめぐる Hoskin & Macve
と Tyson の論争
7 Tyler の関与した出来高払システム及び出来高給会計システムまたは第三次査察委員会報告の勧告に
基づく出来高払システム及び出来高給会計システムの特質をめぐるHoskin & Macve と Tysonの論争
8 1841 年より前の Springfield 兵器廠における労働生産性の停滞と原価の固定 (高止まり) の原因を
めぐる Hoskin & Macve と Tyson の論争
9 1841 年以降の Springfield 兵器廠における労働生産性の増大と原価の縮小の原因をめぐる Hoskin &
Macve と Tyson の論争






給会計システムの特質をめぐるHoskin & Macve と Tyson の論争1
 第三次査察委員会報告の勧告における出来高賃率と生産の基準等の規律・訓練の起点を
Tyler による時間動作研究及び作業標準と Tyler 等による厳しい査察に求める Hoskin &
Macve (1994a) の見解
① 生産の基準等の規律・訓練の起点
Tyson (1990) は, 1841 年第三次査察委員会報告の勧告が, 就業規則, 賃金及び規制に関す
る官と民の兵器廠の不公平を調整し, 民間の兵器廠の刷新的管理モデルが国営の Springfield 兵
器廠に導入された, と考えており, 同勧告が民間兵器廠の諸手続に類似していると考えている
(Tyson, 1990, pp. 57-58). Tyson (1990) は, 民間の兵器廠における多くの規律・訓練 (物に
関するアカンタビリティ) が 1841 年第三次査察委員会報告の勧告を通じて国営の Springfield
兵器廠に導入された, と考えているのである.
Tyson (1990) によれば, Ripley 監督官 (任期は 1841 年 4 月－1854 年 8 月) の下では厳しい
規則, 規則正しい労働日, 規制された手続き及び工場におけるより多くの規律・訓練 (物に関す
るアカンタビリティ) の実践の全てが採用されていた (ibid., p. 56).
Hoskin & Macve (1994a) は Tyson (1990) の言う多くの規律・訓練 (物に関するアカンタ
ビリティ) のうちの生産の基準等に限定しその規律・訓練の起点を問題にしており, 労働時間等
の変更の由来については特に明確にしていない.









Springfield 兵器廠で時間動作研究等を行った経験のある West Point 陸軍士官学校関係者 Tyler
による民間兵器廠への厳しい査察である (Hoskin and Macve, 1994a, pp. 8-10).
Smith (Smith, 1981, pp. 67-85) によれば, 1831 年から次第に厳しい生産の基準が全ての兵
器廠に強制されたが, これは Tyler が初代の軍需契約独立査察官に任命された時から始まって
いる. その後翌年の 1832 年からは George Talcott が率いた軍需品部査察委員の常設集団が構
成されている (Hoskin & Macve, 1994a, p. 9).
Tyler による独立的査察の状況については, Tyler の自叙伝 (Tyler, 1883, p. 24) に次のよう
に記述されている (Hoskin & Macve, 1994a, p. 9). Tyler は Waters 社の兵器廠で行われた彼
の最初の査察において, ｢提出されたマスケット銃の全てを契約条件に適合しないものとして｣
拒否した. その後の再提出では, 200 挺のマスケット銃のうち 125 挺のみを適合と判断した. こ
れは ｢彼の最初の査察ということで大きな許容値を認めた｣ 結果である. その後 Tyler は,
Pomeroy 社, Starr 社, Whitney 社及び Nefter 社の兵器廠で大量の兵器を契約条件に適合し
ないものとして拒否し続け, 民間兵器廠の兵器は ｢契約条件に適合してなく, 国営の兵器廠で製
造された兵器よりもかなり品質が劣っていた｣ と結論付けている. 諸兵器廠はその不満を大統領




で確立された. Smith (Smith, 1985, p. 69) が示唆するように, 民間兵器廠で確立された厳し
い基準はその後兵器廠査察における詳細な到達水準の条項の中に反映され, 1834 年の詳細な軍
需品部規則 (Ordnance Regulations) の中に反映された. 民間兵器廠が民間製造業の中で最初
に成功する製造業の集団となる基礎を与えたのは West Point 陸軍士官学校を卒業した人材
(Tyler 及び Talcott) による規律・訓練 (物に関するアカンタビリティ) の強制である (Hoskin
& Macve, 1994a, pp. 9-10).
② 出来高賃率低下の起点
・Tyson (1990) 及び Tyson (1993) の言う出来高賃率低下の起点
Tyson (1990) では, 1841 年の第三次査察委員会報告の勧告以前に, 特に 1837 年の不況によ
り民間兵器廠は労働力の価額の大幅な低下と出来高賃率の引き下げを行っていたと考えている
(Tyson, 1990, p. 56). Tyson (1990) では, 大規模な資本を持ち, コスト意識の高い民間兵器
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廠は, Springfield 兵器廠が準拠すべき管理モデルを提供したと考えている (Hoskin & Macve,
1994a, p. 7).
既述のように, Tyson (1990) では, 1841 年第三次査察委員会報告が, 就業規則, 賃金及び
規制に関する官と民の兵器廠の不公平を調整し, 民間の兵器廠の刷新的管理モデルが国営の
Springfield 兵器廠に導入された, と考えており, 同勧告が民間兵器廠の諸手続に類似している
と考えている (Tyson, 1990, pp. 57-58). Tyson (1990) は, 民間兵器廠で先行していた労働生
産性を高めるための方法 (民間兵器廠で引き下げられた出来高賃率) が 1841 年第三次査察委員
会報告の勧告を通じて民間兵器廠から国営の Springfield 兵器廠に導入された, と考えているの
である.
Tyson (1993) では, 次の 4 つの主張に基づいて, 第三次査察委員会報告の勧告における
Springfield 兵器廠の出来高賃率は, 同兵器廠における時間動作研究や作業標準に基づく出来高
賃率の設定によるものではなく, 民間兵器廠の出来高賃率に近似させる調整手続等によって設定
されるものであると主張している (Tyson, 1993, p. 6).
第 1 に先行研究のいずれも Tyler による時間動作研究及び作業標準に基づく出来高賃率の設
定に注目していない (ibid., p. 7). 第 2 に Tyler による時間動作研究及び作業標準に基づく出来
高賃率の設定を説明するために利用した Hoskin & Macve の表現には, その引用元の表現から
大きく乖離した表現があり, また大きな飛躍・捏造を含んだ表現がある (ibid., pp. 8-9).
第 3 に Tyler の出来高賃率の設定が, 民間兵器廠における技術の進歩や変化する市場価額ま
たは出来高賃率に準拠した出来高賃率の調整手続 (民間兵器廠の出来高賃率に近似させるための
調整手続または労働節約的な機械資本の導入に対応し大幅に出来高賃率を削減して他の出来高賃
率との中間にするための調整手続) によるものであること等を示す証拠 (文書及び書状) がある
(ibid., p. 10). Tyson (1993) は, この証拠から, 第三次査察委員会報告では民間兵器廠におけ
るその出来高賃率の設定が進歩的であると認識していること, Springfield 兵器廠の出来高賃率
の設定は原価企画に基づく出来高賃率の設定であること, 等も読み取っている (ibid., pp. 10-11).
第 4 に Tyler の出来高賃率の設定が作業標準に基づく出来高賃率の設定であることを確証す
る証拠は何もなく, むしろ正反対の証拠がある. Tyson (1993) は, Springfield 兵器廠と海軍




・Hoskin & Macve (1994a) の言う出来高賃率低下の起点
Hoskin & Macve (1994a) によれば, 1841 年の第三次査察委員会報告の勧告や民間兵器廠に
見られた出来高賃率の低下は, Springfield 兵器廠における出来高賃率の低下の原因というより





の出来高賃率に由来していない. 同報告が Springfield 兵器廠に対して勧告した出来高賃率は,
Tyson (1990) が考えるような民間兵器廠で自発的に引き下げられた出来高賃率に由来するもの
でもなく, Tyson (1993) が考えるような民間兵器廠の出来高賃率に近似させて調整した出来高
賃率に由来するものでもない.
第三次査察委員会報告の勧告により Springfield 兵器廠に対して勧告した出来高賃率の低下は,
1831 年の Tyler による Springfield 兵器廠での時間動作研究及び作業標準に基づく出来高賃率
の設定とこれに基づく 1832 年の第一次査察委員会報告の勧告の繰り返しにすぎない.
Hoskin & Macve (1994a) によれば, 古文書は査察委員会の詳細な勧告がどの程度まで Tyler
による時間動作研究から引き出されたものかを示している. 第三次査察委員会報告の勧告の基礎
となったのは, 民間兵器廠で先行した出来高賃率低下の実践ではなく, Tyler が関与して 1831
年に Springfield 兵器廠で行った調査研究 (時間動作研究等) と 1832 年に作成された第一次査
察委員会報告である. この調査研究と第一次査察委員会報告では同様の方法で出来高賃率が計算
されている (ibid., p. 10).
出来高賃率の計算に関連する数値は Tyler 自身が書いた 1832 年の第一次査察委員会報告関連
の文書 (NARA RG156) の中にある. 小銃組み立ての工程を 172 の作業に分解し, それらの作
業に必要な ｢正確な時間｣ を計算し, 最後に秒分刻みで小銃製造にかかる全ての労働時間合計を
1995 分 33.5 秒と計算した. 彼は 10 時間という ｢公正な (honest) 1 日の労働｣ を行う全ての労
働者の要求に基づいて賃率 (ほとんど出来高賃率形式) を設定した. 構造上これは 1841 年第三
次査察委員会報告で提案された計算方法と同様である (ibid., pp. 10-11).
1832 年第一次査察委員会報告と 1841 年第三次査察委員会報告で提案された計算方法は構造上
類似しているが, 前者では 172 の作業の全てについて 6 種類の等級の労働者に分類し同一等級の
労働者に対して 10 時間労働を行う標準的な 1 労働日の賃金を設定したのに対し, 後者では作業
数を約 200 に拡大し労働者も 9 種類の等級に分類して 1 労働日の賃金も増加させたという違いが
ある. 1841 年の提案は 1832 年の提案の改訂版にすぎないのである (ibid., pp. 10-11).
以上から第三次査察委員会報告の勧告における出来高賃率の低下は, 民間兵器廠で先行した出




この起点に関する Hoskin & Macve と Tyson の対立する見解は, 本章第 2 節の ｢②民間兵器
廠の出来高賃率と近似させる調整手続等により設定される Springfield 兵器廠の出来高賃率｣ の
中で詳しく示している.




して, 反軍隊の大統領 (及び民間人の兵器廠監督官) と労働者の抵抗を挙げている.
しかし Hoskin & Macve と異なり, その出来高賃率が時間動作研究や作業標準に基づいて設
定されたものではなく, 民間兵器廠の出来高賃率または市場価額に近似させて設定されていると
考える Tyson (1993) では, 1832 年の Springfield 兵器廠の出来高賃率の低下を強要できなかっ
たのは, 兵器のモデルの変更等と陸軍省及び労働者の抵抗が原因であると考えている.
 Tyler による時間動作研究及び作業標準に基づく出来高賃率の設定を基礎とする出来高給
会計システムに関する Tyson (1993, 2000 等) と Hoskin & Macve (2000) の見解
Tyson (1993) は, 次の 2 つの主張に基づいて, Tyler による時間動作研究及び作業標準に基
づく出来高賃率の設定を基礎とする出来高給会計システムが存在したという Hoskin & Macve
の見解に異議を申し立て, その存在を否定している (Tyson, 1993, p. 6). この 2 つの主張は
1840 年代初期以降の Springfield 陸軍兵器廠における出来高給会計システムの特質に関連してい
る.
① 標準原価計算に基づいていない出来高給会計システム
第 1 に Tyson (1993) は, 2 つの定義に基づいて, Springfield 兵器廠の出来高給会計システ
ムが標準原価計算であるかどうかを判断する方法を提示し, 結論としてそれが標準原価計算では
ないと考えた. また Hoskin & Macve はその出来高給会計システムが科学的管理運動と共に現
れた標準原価計算ではないと考えている.
Tyson は, 2 つの定義に基づいて Springfield 兵器廠の出来高給会計システムが標準原価計算




Tyson によれば, 作業標準の設定と標準原価計算の 2 つを結び付けて考え, 作業標準に基づ
いて標準的労務費を採用する会計を標準原価計算と定義する場合, Hoskin & Macve の言う作
業標準の設定に基づく出来高給会計システムは標準原価計算とみなされることになる (ibid., p.
6). しかし, Tyson (1993) は, 作業標準の設定等を否定しているのでその出来高給会計システ
ムを標準原価計算と考えることができない.
また, Tyson 他 (1996b) によれば, 原価差異分析を行うために事前の標準原価と事後の実際
原価とを比較する計算を標準原価計算と定義する場合には, Springfield 兵器廠ではそのような
原価差異分析を行った重要な証拠がないため, その出来高給の会計システムは, 標準原価計算の
管理会計とみなされない (Fleischman and Tyson, 1996b, p. 42).






した証拠等があるはずであるが, そのような証拠は何もない. 例えば, 1870 年までの Spring-
field 兵器廠の状況を詳述した Deyrup (1970) では, その逸脱について一度も言及していない
(Tyson, 1993, p. 13).
また Tyson (1993) によれば, Springfield 兵器廠の経営者が民間兵器廠から出来高賃率また
は市場価額を入手でき, また民間兵器廠の出来高賃率に基づいて Springfield 兵器廠の出来高賃
率を設定できる場合には, 標準原価に基づく原価差異を計算する論理的理由がない. 政府が国営
兵器廠に対して年間一定数の生産量を割り当てていることも Springfield 兵器廠において原価差
異の計算を行う必要性を低下させる (ibid., p. 13).
一方 Hoskin & Macve (2000) によれば, Springfield 兵器廠に導入された作業標準に対する
言及は科学的管理運動と共に出現する標準原価計算やその差異分析を含意するものではない, と





第 2 に Tyson (1993) から見ると, 時間動作研究及び作業標準に基づく出来高賃率の設定を
前提とする出来高給の会計, または ｢規格に基づく会計 (norm-based accounting) ｣ が存在し
たのかどうかの確証的な証拠はなにもない (Tyson, 1993, p. 12: Tyson, 2000, p. 160). 同様に
Tyson (2000) からみると, Hoskin & Macve の一連の研究を除けば, 19 世紀前半の
Springfield 兵器廠及びその他の国営兵器廠, または民間兵器廠において, 時間動作研究及び作
業標準に基づく出来高賃率設定を前提とする出来高給の会計, または ｢規格に基づく会計システ
ム｣ が他に存在していることを明らかにする研究は現段階では全く存在していない (ibid., p.
165).
より広い範囲の ｢規格に基づく会計｣, または時間動作研究及び作業標準に基づく会計が最初
に利用されたのは 20 世紀初期であり, それは標準原価計算及びその他の科学的管理運動が社会
的に承認可能になった時代において利用されたのである (ibid., p. 160).
アメリカでは 20 世紀初期まで標準原価計算が採用されなかった. それが最初に採用されたの
も少数の企業で他の科学的管理の手続との合流においてである (Tyson, 1998, pp. 213-214). 有
名な経営史家 Chandler (1977＝1979), Hounshell (1984) 及び Nelson (1991) は, いずれもア
メリカで ｢規格に基づく会計｣ が最初に出現する時期を 20 世紀初期と推定している (Tyson,
2000, pp. 163-164). Hoskin & Macve と同様にフーコー主義的歴史解釈を行う Miller & OLeary




19 世紀前半の Springfield 兵器廠の内部に ｢規格に基づく会計｣ の存在を肯定した Hoskin &
Macve の諸研究は, ｢規格に基づく会計｣ の歴史を扱った多くの先行研究の結果と大きく異なっ
ているのである.
この現状を受けて Hoskin & Macve (2000) は次のように述べている. 今日までの研究成果
から判断する限り, アメリカでは 1830－40 年代の Springfield 兵器廠の事例以前に Springfield
兵器廠の事例と類似する事例が未だ発見されてなく, 類似する事例が現れるのはその 50－60 年
後の科学的管理法が現れる 19 世紀末期または 20 世紀初期にすぎない. 一方イギリスにおいては
18 世紀末期から 19 世紀中期まで研究範囲を広げたとしても Springfield 兵器廠と類似する事例
が未だ発見されていない (Hoskin and Macve, 2000, p. 115). 自分達の理論を支持する証拠が
現れない事実によって同理論が反証されているので, 自分達の理論を支持する証拠の蓄積が未だ
必要である (ibid., p. 100).




8 1841 年より前の Springfield 兵器廠における労働生産性の停滞と原価
の固定 (高止まり)の原因をめぐるHoskin & Macve と Tyson の論争
 熟練労働力不足及び熟練解体の未発達に関する Tyson (1990) と Hoskin & Macve
(1994a) の見解
① 熟練労働力不足と熟練労働者の抵抗
Tyson (1990) が, Springfield 兵器廠における労働生産性の停滞と原価の固定 (高止まり)
の原因として提示した 3 つの経済的・技術的要因の中の第 1 要因は, 兵器産業の成功, 失敗を左
右する熟練労働力不足と一連の労働者統制に対する熟練労働者の抵抗である. 熟練労働者は ｢規
律・訓練権力が横断した管理・会計｣ または ｢顕在的形態の管理会計｣ の導入を拒否する抵抗力
があったのである (Tyson, 1990, pp. 50-52). 熟練労働者は固定された労働時間と労働時間の測
定等を拒絶することができたのである (Hoskin & Macve, 1994a, p. 28, note35).
熟練労働力不足の場合, 使用者が熟練労働者に対して, 定められた時間・速度で設定された作
業標準に基づく労働と労働時間の報告を強制すれば, 兵器産業界内部で許容できないほどの労働
者の移動が生じうる. この場合 ｢規律・訓練権力が横断した管理・会計｣ または ｢顕在的形態の
管理会計｣ の導入は, 当時の熟練労働者から強力な抵抗を導く可能性があったのである (Tyson,
1990, p. 54).





ビリティ) の押し付けを妨げるのである. また Prude (1983) によれば, 19 世紀初期の労働文
化では, 熟練労働者は, 自分自身の速度と労働時間の設定に責任をもち, 時間よりも出来高によっ
て報酬を得た. Dalliba 報告書 (1819) によれば, 作業場内での飲酒やおしゃべりは労働者の行
動規範であった. Smith (Smith, 1977, p. 67) によると, 兵器廠では労働者の熟練水準が高け
れば高いほど, その規律・訓練的な作業 (物に関するアカンタビリティ) の押し付けがより困難
であった (Tyson, 1990, pp. 50-52).
② 熟練解体の未発達または単純作業化の未発達
Tyson (1990) が提示した 3 つの経済的・技術的要因の中の第 2 要因は, 熟練解体の未発達ま
たは単純作業化の未発達である. Dalliba 報告書 (1819) によれば, 1810 年代後期には, 労働生
産性が個々の労働者の熟練労働から独立しうるような製造用機械は未だ開発されていなかった.
Springfield 兵器廠の労働者が 1820 年までに 86 種類の異なる仕事に分割されたとしても, 当時
の原価及び品質の規準を所与とすれば, 製品の完全な均一性及び部品の完全な互換性を達成する
ことは不可能であった (ibid., p. 55).
Hounshell (1982) によると, 1830 年代後期まで, 軍需品部は原価の縮小よりもこの互換性部
品製造システムの完成を優先させた. そして, これ以降は機械資本が多く導入されるに従い, 労
働者の技能熟練が低下し, 1850 年までには銃身溶接を除く全ての製造工程が機械で行われるこ
とになる (ibid., p. 55). したがって1830 年代後期まで熟練解体 (単純作業化) は未発達であった.




なり, 熟練労働力不足が解消し, 熟練労働が解体するので, 労働生産性の増大が新しい焦点とな
る (ibid., pp. 55-56).
以上のような Tyson の説明に対して Hoskin & Macve (1994a) は, 熟練労働力不足, 熟練労
働者の抵抗及び熟練解体の未発達を識別する Tyson の研究 (1990) では, ほとんどの民間兵器
廠の一般的状況と国営 Springfield 兵器廠の特殊的状況を明確に区別できていないと反論してい
る (Hoskin & Macve, 1994a, p. 12).
Hoskin & Macve (1994a) によれば, 熟練労働力不足及び熟練解体 (単純作業化) の未発達
は, ほとんどの民間兵器廠の経営者にとっては深刻な問題であったが, 国営 Springfield 兵器廠
の Lee にとってはそうではなかった. なぜなら, Lee が監督官を務める Springfield 兵器廠は,
最高額の資金を国から提供され, 最高額の賃金を支払う兵器廠であったため, 熟練労働力不足は




で規律・訓練的な作業 (物に関するアカンタビリティ) と熟練解体を積極的に促進した. 彼は
1816 年に 23 の新しい規則を定め, その後もそれを強制した. Smith (Smith, 1985, p. 80) によ
ると, Lee は規則の違反者に対して厳しい懲罰, 罰金を課した. 常習犯を解雇し, ブラックリス
トに掲載し, 別の場所で職を見つける機会を事実上奪い取ったのである (Hoskin & Macve,
1994a , p. 12).
Lee の監督する Springfield 兵器廠は, 他の Harpers Ferry 国営兵器廠に比べて, 不断に熟
練解体 (作業工程の分割・分業化による単純作業化) を進めていた. Smith (Smith, 1977, p.
83) によると, Lee 監督官の下での Springfield 兵器廠では, 1815 年に 34 種類の異なる仕事に
分割されていたが, 1820 年には 86 種類へ, 1825 年には 100 種類へと分割が進んだのである. し
たがって, Tyson の分析結果と対照的に Lee は, 労働者の抵抗に立ち向かい, 均一化の主導権
を握り, 規律・訓練的な作業 (物に関するアカンタビリティ) と熟練解体を進めたのである
(Hoskin & Macve, 1994a , p. 12, 17).
 協力の文化に関する Tyson (1990) と Hoskin & Macve (1994a) の見解
① 協力の文化の肯定
Tyson (1990) が提示した 3 つの経済的・技術的要因の中の第 3 要因は, 国営及び民間の兵器
廠間での熟練労働者, 原材料, 機械等の相互交換, 生産技術及び製造原価の情報共有といった協
力の文化の存在であった. Tyson によれば, 軍需品部の主導の下で部品の均一性及び互換性を
達成するために国営, 民間兵器廠間での協力, 例えば技術的情報の共有が積極的に促進され, 少
なくとも Lee が Springfield 兵器廠の監督官であった時代 (任期は 1815 年 6 月－1833 年 8 月)
には企業秘密が存在しなかった (Tyson, 1990, p. 53).
Uselding (1973) によると, Springfield 兵器廠の主要な役割は, 兵器の生産技術を兵器産業
界に普及することにあった. Smith (Smith, 1981, p. 71) によれば, 国営兵器廠の監督官は管
理に関わる事柄と部品の均一性原則に基づく製造に関わる事柄において, 協力するようにと軍需
品部から要請されていた. このため, 国営兵器廠はあらゆる兵器廠からの訪問を受け, 国営兵器
廠と民間兵器廠との間で熟練労働者, 原材料, 機械及び製造工程の型が定期的に相互に交換され
た. 民間兵器廠では, 新しい発明情報及びその他の関連情報を共有する形で軍需品部に協力する
程度によって, 将来の政府契約が左右されると知らされていた (Tyson, 1990, pp. 53-54).
技術情報及び製造原価情報の共有は, 兵器製造業社が兵器産業界内部で労働者の出来高賃率を
統制し, 賃金に動機づけられた労働者の移動を制限することを可能にして, ｢兵器労働者に対す
る買手寡占｣ (Uselding, 1973) と ｢兵器労働者市場に対する厳しい統制｣ (Mirsky & Nevins,
1952, p. 268) を効果的につくり出した (Tyson, 1990, p. 54).
こうした状況があったため, 1841 年より前の Springfield 兵器廠では, 定められた時間・速度
で設定された作業標準と労働時間を報告させる押し付けを伴う ｢包括的な労働者会計システム｣





タビリティ (個人の責任・義務) が明らかにされ, 経営者の利用できる労務費情報の全てが提供
されていたのである (ibid., p. 58).
Tyson によれば, 定められた時間・速度で設定された作業標準と労働時間を報告させる押し
付けにより労働者から強力な抵抗を受ける ｢包括的な労働者会計システム｣ よりも, 兵器産業界
の紳士協定が優先されたのである (ibid., p. 54).
② 協力の文化の否定




また Hoskin & Macve (1994a) によれば, Lee は協力の文化の世界, 紳士協定の世界の住人
ではなく, 兵器労働者に対する買手寡占効果の享受者の一人でもない. Lee は国営兵器廠の監督
官でありながら民間兵器廠の兵器査察長官であり, 原価計算に基づく市場価格の形成者であり,
兵器市場の支配者であった (Hoskin and Macve, 1994a, p. 17).
既述のように, Tyson によれば, 軍需品部の指導の下, 国営兵器廠及び民間兵器廠において
技術的情報の共有が積極的に促進されたため, 少なくとも Lee が Springfield 兵器廠の監督官を
務めた時代には企業秘密が存在しなかった (Tyson, 1990, p. 53). Hoskin & Macve (1994a)
もこれを支持しており, 実際に軍需品部が技術の移動を奨励し, 熟練労働者の借用・交換及び設
備の共有がみられた限りでは, Tyson のいうように ｢企業秘密が存在しなかった｣ と言える,
と述べている (Hoskin and Macve, 1994a, p. 12).
しかし, Hoskin & Macve によれば, 原価情報及びその他の重要な項目の情報も共有されて
協力の文化が存在していたという Tyson の結論には問題があり, 兵器産業の経済システムが紳
士協定に基づいてうまく管理できたという Tyson の結論にも問題がある.
・部品の均一性の達成困難と革新的情報の共有の困難
Hoskin & Macve (1994a) は, Tyson のいう協力の文化というテーゼが支持できない根拠と
して 4 つの論点を挙げている. 第 1 の論点は, Smith (Smith, 1985, p. 43) が言うように, 軍
需品部は, 同総長の Decius Wadsworth 大佐 (任期は 1815 年－1821 年) の主導の下で, 部品
の均一性を達成するために民間兵器廠と国営兵器廠の間での協力を積極的に進めようとしたが,
期待したような協力の文化が形成されなかったことである. 当初から Lee は, 規律・訓練的な
作業 (物に関するアカンタビリティ) の他に, 部品の均一性の達成という目標達成に傾倒したが,
他の兵器廠はその目標達成にあまり熱心ではなかった (Hoskin and Macve, 1994a, p. 13).




る程度によって, 将来の政府契約が左右されるというものである. しかし, Hoskin & Macve
によれば, これにより全ての兵器廠は Lee の革新を一層採用する方向に駆り立てられたものの,
それを積極的に行わなかったのである (Hoskin and Macve, 1994a, p. 13).
・兵器査察長官 Lee と検査対象である民間兵器廠との間に存在する緊張
協力の文化というテーゼを支持できない根拠の第 2 の論点は, 兵器査察長官を任命された Lee
と査察対象である民間兵器廠との間に不断に存在した緊張が, 単純な協力の文化というテーゼを
無効にすることである. 1815 年 6 月－1833 年 8 月に国営兵器廠の監督官を務めた Lee は, 彼の
意志に反して 1818 年から 13 年間の間, 民間兵器廠の兵器査察長官に任命されている (ibid., pp.
13-14).
兵器検査をめぐる緊張の歴史は Deyrup (Deyrup, 1948, pp. 60-62) も言うように, それ以前
から既に存在していた. Lee による兵器廠査察でもこの種の緊張は小さくならなかったのである.
Deyrup によると, 査察対象である民間兵器廠における不誠実性に目を瞑れず, またその兵器廠
を敵に回したくない Lee が採った最善策は, その民間兵器廠に契約兵器の品質基準を満たすた
めの時間と範囲を与えることであった. しかし彼は不適合の兵器を非難し拒否することを決して
やめなかった (Hoskin and Macve, 1994a, pp. 13-14).
それでも Lee の査察体制は民間兵器廠の品質問題を解決できなかった. この問題が解決され
るのは 1831 年に Lee がその任期を終えて, Tyler が民間兵器廠の契約兵器に関する初代の独立
査察人として任命されてからである (ibid., p. 14).
・全ての兵器廠が享受する労働市場の買手寡占効果ではなく Springfield 兵器廠の監督官 Lee
が最大限確保する競争上の優位性の効果
協力の文化というテーゼを支持できない第 3 の論点は, 全ての兵器廠相互に便益があるとされ
る労働市場の買手寡占効果は, 実質的には Lee の競争上の優位性を最大限確保する効果にすぎ
なかったことである. そもそも Lee が提案した ｢労働者を不正手段で獲得しない｣ という共同
の協定は, あらゆるカルテル協定と同様に, 低い賃金と労働者の移動制限を保証する手段として
弱小の協定メンバーを保護するためのものである (ibid., p. 14).
しかし, この買手寡占は, ほとんどのカルテル協定と同様に, 事実上最強の協定メンバーによ
り大きな利益をもたらす. 実際に, Deyrup (Deyrup, 1948, p. 105) が指摘したように, Lee は
他の兵器廠と調和しながらも, それよりもわずかに高い出来高賃率を常に設定する政策を採り,
厳選された熟練労働者を獲得するために労働市場で競争上優位な地位を確保した (Hoskin and
Macve, 1994a, p. 14).
Deyrup (Deyrup, 1948, p. 67) によれば, 1816 年の協定では, ｢以前に雇用された場の雇用




とにより, 熟練労働力の稀少性を前提にして, 厳選された労働者を長期間雇用でき, 部品の均一
性達成という目標のために規律・訓練的な作業 (物に関するアカンタビリティ) と熟練解体を先
導することができた (Hoskin and Macve, 1994a, p. 14).
こうして Lee は他の兵器廠と協力し合うのではなく, 政府 (軍需品部) のかかげる目標実現
の条件を確立すると同時に, 彼自身の競争上の優位性を最大限確保したのである. この競争上の
優位性は彼の原価データの利用により, さらに強化されたのである (ibid., p. 14).
・全ての兵器廠が対等的立場で協力を行うための原価情報の共有ではなく, Springfield 兵器
廠の監督官 Lee が兵器産業界を支配するための原価情報の共有
協力の文化というテーゼを支持できない第 4 の論点は, 全ての兵器廠の原価情報を公然と定期
的に完全に共有するために全ての兵器廠が協力し合ったのではなく, Lee の原価計算がある種の
基準価格を生み出し, 市場を支配する価格形成者としての Lee が, 価格受容者としての他の兵
器廠に対して原価計算に基づく支配を行使することになったことである (ibid., p. 15, 17). 原価
情報の共有は兵器産業界全体が対等的立場で協力を維持するためではなく, Lee が兵器産業界を
支配するためである (ibid., p. 14).
Hoskin & Macve によれば, 古文書からみて, 遅くとも 1817 年までに詳細な単位原価情報が
Springfield 兵器廠自体で, または当該兵器廠から諸報告書を受領する軍需品部で, または両機
関の共同で定期的に作成されていたことは明らかである (Hoskin and Macve, 1988b, p. 6).
Lee はここで実際原価による原価計算を行うという貢献をし, 1817 年までに小銃の構成部品
の単位原価一覧表 (1817 年 1 月 1 日～2 月 5 日までの間) を完成させた. この一覧表は兵器廠の
作業申告書に記録された完成品 (アウトプット) の数値に基づいており, 個々の作業の原価 (労
務費) と必要な材料の購入費 (材料費) を列挙している (Hoskin and Macve, 1994a, p. 15).
1815－1818 年の Springfield 兵器廠関連の文書 (NARA RG156) によると, この原価を 100
％とした場合の 12％は, やすり, 機械装置・工具の減耗費及び欠陥品の労働の部分である. 一
方, 各部品 (例えば銃身, 銃剣, 込み矢など) の材料費と労務費は合計されているが, 全部の総
原価は計算されていない (ibid., p. 26, note24)2.
・Springfield 兵器廠において製造原価を計算する理由
Springfield 兵器廠では製品の単位原価 (小銃一挺あたりの原価) を計算するいくつかの理由
があった. そのうち同兵器廠の製造原価を必要とする主要な理由は 3 つある.
第 1 は政治的な理由で, 陸軍省が公共的経費で Springfield 兵器廠をはじめとする国営兵器廠
を維持していくことについて議会で正当化するために, 国営兵器廠で兵器を提供する原価の方が
民間兵器廠のそれよりも低いことを証明する必要があった. 第 2 の理由として, 陸軍が軍人に渡
した兵器の紛失等による費用弁償のためにも製造原価が必要であった. 第 3 は原価データの経済
的利用という理由であり, 製造原価の詳細な分解は Springfield 兵器廠の内部と外部でそれぞれ
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異なる利用目的があった (ibid., p. 15: Hoskin and Macve, 1988b, p. 6).
第 3 の理由のうちの一方は Springfield 兵器廠の内部で製造原価の詳細な内訳を必要とする理
由である. この理由は 1 つであり, それは職工に完成品に対する出来高給を支払うためである
(購入材料の価格交渉も含む). つまり出来高賃率を決めるためである (ibid., pp. 6-7). しかし,
この原価情報は実際原価に基づいているため, 当該情報は管理統制の一手段として内部的効果を
必ずしも持たない (Hoskin and Macve, 1994a, p. 15).
第 3 の理由のうちの他方は Springfield 兵器廠の外部で製造原価の詳細な内訳を必要とする理
由である. この理由の 1 つが他の民間兵器廠の兵器価格を設定するためである. 原価情報が外部
的に利用される場合では, 原価が完成品の引渡し及び購入部品の購入にあたり契約者に支払われ
る価格の基礎になるということである (ibid., p. 15).
Hoskin & Macve (1994a) は, この他方の外部的効果についてさらに詳しく説明する. 1817
年に Lee が, 小銃の構成部品の単位原価一覧表を, 軍需品部総長 Wadsworth の下へ送ると,
これによってある種の基準価格が生み出され, 民間兵器廠との基本的契約はこれに基づいて行わ
れることになった. この時点から Springfield 兵器廠または Lee 監督官は, 兵器市場において会
計 (原価計算) に基づく価格形成者となった (ibid., pp. 15-16).
Deyrup (Deyrup, 1948, p. 53) がいうように, この原価計算を基礎とする方法では,
Springfield 兵器廠の原価と民間兵器廠の契約価格の差, つまり利益がごくわずかであったため,
民間兵器廠は契約価格の吊り上げ (したがって, 利益の増加) を求めて交渉を続けていった. 従
来の方法ではその契約価格が詳細な原価計算を行わずに設定されていたため, 同契約価格が
Springfield 兵器廠の原価よりも低く設定されていた. したがって従来の方法に比べれば, この
新しい方法は合理的な進歩であった (Hoskin and Macve, 1994a, p. 16).
1820 年以降の不況は Lee に Springfield 兵器廠の単位原価を縮小させることを促し, 民間兵
器廠との契約価格にも同様の調整が必要であるとの提案を Wardsworth の下へ提出させること
になる. Deyrup (Deyrup, 1948, p. 49) も言うように, Wadsworth はこの原理を承認した.
これ以降政府契約に基づき契約兵器を製造する民間兵器廠は価格受容者となった (Hoskin and
Macve , 1994a, p. 16). 国営 Springfield 兵器廠における労働と材料の原価縮小は, 民間兵器廠
の契約価格の低減をもたらすのである.
価格受容者の将来の利益は, Springfield 兵器廠内部の原価の変化と直接結びついていく. こ
のため, 契約者である民間兵器廠が Lee の原価データを見たいと思うのは, その存続に関わる
経済的な理由からであって, 協力するためという理由からではなかった. そのデータを見ること
は協力的な価格設定に少しも貢献しなかった. Deyrup (Deyrup, 1948, p. 53) が言うように,
今後契約者である民間兵器廠は国営兵器廠よりも非効率的に働く余裕を持てないようになり, 長
期的にみると民間兵器廠の財政危機が余儀なくされる. 民間兵器廠は減価償却費及び保険料に相





しかし, ここで Hoskin & Macve (1994a) は重要な論点に注意を喚起する. ｢Lee の原価デー
タが疑問の余地ない外部的な規準となって生産の 『本当』 の原価を示す代用物となったとしても｣,
それが Springfield 兵器廠の内部でスラック (slack) を識別できる ｢効率的な管理のための原
価統制システム及び労働者統制システムとして機能したという結論には必ずしもならない｣
(ibid., p. 16) と. Hoskin & Macve (1994a) は, 兵器の実際原価がいくら正確であったとして
も, Springfield 兵器廠内部ではそれは管理統制の一手段としての役割を必ずしも果たさないと
考えている.
9 1841 年以降の Springfield 兵器廠における労働生産性の増大と原価の
縮小の原因をめぐるHoskin & Macve と Tyson の論争
 協力の文化と民間兵器廠からの刷新的管理の導入に関する Tyson (1990) と Hoskin &
Macve (1994a) の見解
Tyson (1990) が Springfield 兵器廠における労働生産性の増大と原価の縮小の原因として提
示した 4 つの経済的・技術的要因の中の第 1 要因は, 兵器産業における ｢規律・訓練権力が横断
した管理・会計｣ を不要にした協力の文化 (特に原価情報の共有) の解体である.
Tyson (1990) によれば, 1840 年代初期までは政府の独占的購買力が兵器産業界内部での協
力の文化の維持, 強化を可能にした. しかし 1837 年の不況後民間兵器廠は政府以外の得意先を
拡大し政府契約への依存率を低下できた. これにより大規模な資本を持つ民間企業が兵器製造産
業に新規に参入し競争的な市場環境となった. この競争的な市場環境によりその協力の文化が自
然に解体すると, 協力の文化に基づく労務政策がなくなり, ｢包括的な労働者会計システム｣ が
導入されるようになる (Tyson, 1990, p. 48, 54).
以上のような Tyson の説明に対し Hoskin & Macve は, そもそも Tyson のいうような全兵
器廠が対等的立場に立つ協力の文化が存在せず, むしろ存在したのは民が官によって強制された
協力の文化であると考えている. このため Hoskin & Macve はその協力の文化の解体・消滅に
関しては, 特に言及していない (Hoskin & Macve, 1994a, p. 13). したがって, Hoskin &
Macve と Tyson の間には協力の文化の有無またはその特質に関する争点は存在するが, その文
化の解体・消滅に関する争点は存在せず, この第 1 要因をめぐる論争は行われていない.
Tyson (1990) が提示した 4 つの経済的・技術的要因の中の第 2 要因は, 民間兵器廠の刷新
的実践とみなされた労働強化の方法 (規則正しい労働日と出来高賃率の低下) の導入を求める第
三次査察委員会の勧告である. この第 2 要因をめぐる論争は, 既に 7 章で示してきている.
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 不況と互換性部品生産システム及び部品加工工作機械の導入に関する Tyson (1990) と
Hoskin & Macve (1994a) の見解
① 不況と労働生産性の増大及び原価の縮小の関係
・労働生産性の増大及び原価の縮小の原因とみなされる不況
Tyson (1990) の提示した 4 つの経済的・技術的要因の中の第 3 要因は, 1837 年以降の不況
であり, それに対応する労働強化 (規則正しい労働日と出来高賃率低下の強制) である.
Laurie (1974) によれば, 労働時間を長時間に戻そうとする使用者からの攻撃に対して労働
者を無防備にしたのは, 1837 年以降の経済的不況である. 1833－1841 年に Springfield 兵器廠
では労務費と機械資本への投下額が急激に増加している. 同兵器廠では, 1830 年代初期以降組
合活動が高まり, ストライキが行われ, 労働時間が縮小される等, 経営側よりも労働者側が攻勢
的な状況であり, それは民間兵器廠の状況と類似していた. この力関係が逆転するのが 1837 年
の不況の到来である (Tyson, 1990, p. 52).
Tyson (1990) は, 不況と労働強化と労働生産性の増大及び原価の縮小の関係を次のように考
えているように思われる. 不況に対応してまず民間兵器廠の労働者の抵抗力が弱まり, 次に国営
兵器廠よりも先行して民間兵器廠に労働強化 (規則正しい労働日と出来高賃率低下の強制) が導
入され, 最後にその実践を Springfield 兵器廠に導入するよう求める第 3 次査察委員会の勧告が
作成され, 同勧告の実施により同兵器廠の労働強化が行われる. 結果として同兵器廠の原価が縮
小し労働生産性が増大する.
既述のように, Tyson は不況に対する民間兵器廠の先導的な対応に注目している. 1837 年に
始まる不況後, 民間兵器廠は政府以外の得意先を拡大し政府契約への依存率を縮小できた. これ
により大規模な資本を持つ民間企業が兵器製造産業に新規に参入し競争的な市場環境となった.
このため同兵器廠は請負価格を低下させ, 賃金を低下させる必要があった (ibid., p. 48, 57).
Tyson (1990) によれば, 1841 年の第三次査察委員会報告の勧告以前に, 1937 年に始まる不
況は民間兵器廠における労働力の価額の大幅な低下 (商務省の統計) と出来高賃率の引き下げを
もたらした. Rezneck (1935) はこの時期賃金と労働時間の既得権益が掘り崩されたことを説明
している. 1841 年の Talcott 大佐による陸軍省長官への報告によれば (Benet, 1878), 環境の変
化により労働者の賃金, 特権及び労働時間をこのまま認めることが民間兵器廠では不可能となり,
Springfield 兵器廠でも不可能になった (ibid., pp. 52-53, p. 56).
また Tyson (1990) は, Smith (1981) に従って, Ripley 監督官 (任期は 1841 年 4 月－1854
年 8 月) の下では, より厳しい規則, 規則正しい労働日, 規制された手続き及び工場におけるよ
り多くの規律・訓練の実践の全てが採用されていた, と考えている (ibid., p. 56).
Tyson (1990) では, 1841 年第三次査察委員会報告が, 就業規則, 賃金及び規制に関する官
と民の兵器廠の不公平を調整し, 民間の兵器廠の刷新的管理モデルが Springfield 兵器廠に導入
された, と考えており, 同勧告が民間兵器廠の諸手続に類似していると考えている (ibid., pp.




ティ) と労働生産性を高めるための方法 (出来高賃率の低下) が 1841 年第三次査察委員会報告
の勧告を通じて Springfield 兵器廠に導入された, と考えているのである.
・労働生産性の増大及び原価の縮小の原因とみなされない不況
上記の Tyson (1990) の説明に対し Hoskin & Macve (1994a) は次のように反論する. あら
ゆる不況が, 兵器廠経営者による規律・訓練的な作業 (物に関するアカンタビリティ) の要求を
より容易にする限り, 不況と規律・訓練的な作業 (物に関するアカンタビリティ) に対する要求
との関係は明らかに無視されるべきではない. しかし, Tyson (1990) によって示された不況が
労働強化の方法に影響を及ぼすという関係を実際に見つけることは困難である (Hoskin and
Macve, 1994a, p. 11).
Hoskin & Macve (1994a) によれば, Tyson のいう不況から労働強化へと進む時間の順序に
は問題がある. 一方で, 軍需品部任命の独立的な主任査察官 Tyler が民間兵器廠に対して生産
の基準等に基づいた厳格な査察, つまり規律・訓練的な作業 (物に関するアカンタビリティ) の
要求を行っていくのは, Tyler の自叙伝 (1883) によると 1832－33 年であり, これは 1837 年の
不況よりも前である (ibid., p. 11).
他方で, Springfield 兵器廠において出来高賃率が低下するのは 1841 年であり, 1837 年の不
況後しばらくしてからである. Springfield 兵器廠に関する Talcott の報告書 (1841 年 8 月付)
によれば, 1837 年の不況の影響は労務費に反映されず, それどころか 1830 年代から 1840 年に
かけて小銃の単位原価が上昇し続けていた (ibid., p. 11). 時間の順序からみると, 1837 年の不
況が労働者の抵抗力を弱め, 労働強化 (規則正しい労働日と出来高賃率低下の強制) をもたらし
たとは言えない.
Tyson は労働強化の原因として 1837 年の不況に言及したが, 1819 年の不況には言及していな
い. 1819 年の不況に直面して, 原価計算を行った Lee 監督官は同年に労働者の賃金を 25％削減
している. この状況は, 労働時間と労働の成果に対して厳しい条件を設定し, より厳しい規律・
訓練的な作業 (物に関するアカンタビリティ) を要求して, 労働強化を行う理想的状況であった
はずであるが, Lee 監督官はそのようなことをしなかったのである (ibid., p. 11).
その理由は, 1819 年の Dalliba 報告書が示すように, 熟練労働者が労働時間と作業速度を調節
できたからである. 労働者は好きな時間に工場に来て, 工場が空いている時間 (夏は日中, 冬は
日の出から午後 6 時まで) だけ拘束されたにすぎない. 20 年後の 1840 年も労働者は同じことをし
ていたので, 1837 年の不況以降労働者の抵抗力が弱まっていた時期とは思われない (ibid., p. 12).
・労働生産性の増大及び原価の縮小の原因とみなされる互換性部品生産システム及び機械資本
の導入




械資本 (工作機械) の導入による単純作業化である (Tyson, 1990, pp. 55-56). これにより労働
者の熟練解体が進行する.




る時である (ibid., p. 55).
1830 年代後期まで, 軍需品部は原価の縮小よりも互換性部品生産システムの完成を優先させ
た. Hounshell (1982) によれば, 軍需品部はこれ以前に大きな原価の削減を期待していなかっ
た. これ以降機械資本が導入されるに従い労働者の技能熟練が低下し, 1850 年までには銃身溶
接を除く全ての製造工程が機械で行われることになる. 互換性部品生産, 機械化された生産がいっ
たん確立されると単純作業化が可能になり, 非熟練労働者の雇用の必要性, 彼らの労働生産性の
増大が新しい焦点となる (ibid., pp. 55-56).
・労働生産性の増大及び原価の縮小の原因とみなされない互換性部品生産システム及び機械資
本 (工作機械) の導入
上記の Tyson (1990) の説明に対し, Hoskin & Macve (1994a) は, Tyson のいう互換性部
品生産・機械資本の導入から労働生産性の増大という時間の順序に誤りがあると反論している.
Tyson が言うように, Springfield 兵器廠におけるほとんど全ての製造工程は 1850 年までに機
械で行われるようになったが, 1830－40 年代はそうした状況にはなかった (Hoskin and Macve,
1994a, p. 9). しかし機械を利用していない銃身溶接作業では 1840 年代初期に労働生産性が増大
し原価が縮小している.
Smith (Smith, 1985, p. 63) に基づくと, Springfield 兵器廠では, 1830 年代及び 1840 年代
初期, 製造工程のほとんどが未だ機械化される段階にはなく, その最初の互換性小火器の生産は
1840 年代中期からである. Springfield 兵器廠における 1841 年の管理の方法の変化 (規則正し
い労働日と出来高賃率の低下) の後で互換性部品生産の体制が成立するため, 互換性部品生産を
原因として労働生産性が増大したとはいえない (Hoskin and Macve, 1994a, p. 9).
また, Deyrup の調査 (Deyrup, 1948, p. 113, pp. 247-248, Appendix D, Table5-6＝足立, 1996,
pp. 153-154, 表 5-6, 5-7) では, 1815 年から 1859 年までの間全く技術的変化がなく, はねハン
マーを用いて熟練工が担当した銃身溶接作業の場合, つまり高度の熟練作業の場合には, 1840
年から 1844 年の間に出来高賃率が半分になり (原価の縮小), 銃身溶接量が 2 倍になっている
(労働生産性の増大). これらの労働生産性の増大と原価の縮小は 1841－1842 年からである. こ
のため機械資本の導入を原因として労働生産性が増大し原価が縮小したとはいえない. したがっ
て, これらの労働生産性の増大と原価の縮小は互換性部品生産システム及び機械資本 (工作機械)




Macve, 1994a, p. 9).
10 歴史研究における証拠及び事実と理論及び解釈をめぐる論争におけ
るHoskin & Macve と Tyson の見解
 Hoskin & Macve と Tyson の一連の論争における中心的争点と第一次資料
Hoskin & Macve と Tyson の一連の論争の中心的争点は 2 つある. 1 つは Tyler による時間
動作研究及び作業標準に基づく出来高賃率の設定を前提とする出来高払システム及び出来高給会
計システムが 1841 年に Springfield 兵器廠に導入されたかどうかである. もう 1 つは, 1841 年
に同兵器廠に導入された出来高賃率及び管理・会計システムに対して, West Point 陸軍士官学
校の教育的実践とそれらを内面化した Tyler が大きな影響を与えているかどうかである.
Funnell によれば, 争点の中心は Tyler の経歴と成果に関する Hoskin & Macve の特徴づけに
関連している (Funnell, 2009, p. 574).
Hoskin & Macve は, 時間動作研究及び作業標準に基づく出来高賃率及び管理・会計システ
ムが 1841 年に Springfield 兵器廠に導入されたと考えているが, Tyson はその考えを否定して
いる. Tyson は 1841 年より前も 1841 年以降も変わらずに Springfield 兵器廠に導入されていた
のは, 民間兵器廠の出来高賃率に準拠した出来高賃率とそれを前提とする管理・会計であると考
えている.
また Hoskin & Macve は, 1841 年に Springfield 兵器廠に導入されたそうした出来高賃率及
び管理・会計システムには West Point 陸軍士官学校の教育的実践が大きな影響を与えていると
考えている. しかし Tyson は Springfield 兵器廠に導入されていた出来高賃率には West Point
陸軍士官学校の影響がほとんどないと考えている. ただし, Tyson はその出来高賃率の設定に
対する West Point 陸軍士官学校の影響の大小を調査しているというよりもむしろ, その出来高
賃率の設定に対する特定の経済的・技術的要因を調査しているのである.
Hoskin & Macve は, Tyler による時間動作研究及び作業標準に基づく出来高賃率の設定等が
彼らの理論的枠組または歴史的解釈にとっていかに重要であったかを次のように述べている
(Hoskin and Macve, 1988b, p. 11). ｢Tyler は, 我々が既に識別し始めたパターン, 既に設計で
必要としたパターンに適合した.｣ こういうと, ｢経験主義に傾倒している経験主義者はある失望
を経験するかもしれない. なぜならその経験主義者は我々が次のように言っていると考えるから
である. もし Tyler が Springfield 兵器廠にいなかったら, それを捏造する必要があると考える
ところまで, 我々は Tyler が Springfield 兵器廠に現れることを期待していた, と.｣ ｢我々は
Tyler を Springfield 兵器廠で発見したことに非常に感激し驚嘆した.｣
Hoskin & Macve (1988a) では, ｢West Point 陸軍士官学校の教育的実践を内面化した Tyler
が Springfield 兵器廠で行った時間動作研究及び作業標準に基づく出来高賃率の設定及びこれを
前提とする出来高払システム及び出来高給会計システムを, 1841 年に Springfield 兵器廠に導入
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した｣ というテーゼを確証する証拠として, 公文書館で発見した新しい第一次資料 (Tyler の自
叙伝と Springfield 兵器廠の賃金支払簿等の帳簿) を利用している.
そのことを Hoskin & Macve (2000) は次のように表現している. West Point 陸軍士官学校
の古文書に含まれていた Tyler の自叙伝を直接検討することができ, Tyler の独創的な仕事の詳
細を把握することができた. またアメリカ公文書館所蔵の Springfield 兵器廠の賃金支払簿の中
に Tyler の改革の痕跡を発見することができた (Hoskin and Macve, 2000, pp. 93-94).
しかし, Tyson (1993) によれば, そのテーゼを反証する正反対の証拠はあっても, 確証する
証拠は存在しない (Tyson, 1993, pp. 10-12). Tyler の出来高賃率の設定が作業標準に基づく出
来高賃率の設定であることを確証する証拠は何もなく, むしろそれとは反対の証拠がある.




もない (Funnell, 2009, p. 575).
また第一次資料は同兵器廠の出来高賃率が民間兵器廠の出来高賃率または市場価額に近似させ
る調整手続によって絶えず設定されていることを示唆している. 第一次資料及び第二次資料を再
調査しても Tyler の独自な出来高賃率の設定, つまり時間動作研究及び作業標準に基づく出来
高賃率の設定に支持を与える資料はほとんどない (Tyson, 1993, pp. 9-10).
しかし Hoskin & Macve (1994a) は, 第一次資料 (1832 年の第一次査察委員会報告関連の文




Tyson (2000) によれば, Hoskin & Macve と Tyson の一連の論争の真の論点は, Hoskin &
Macve の諸テーゼをめぐる証拠の確証と反証にあるのではなく, 双方の歴史研究の方法論の対
立にある (Tyson, 2000, p. 168). Tyson は, Hoskin & Macve の歴史的解釈を問題にしている
だけでなく, 彼らの歴史研究の方法論や方法自体を問題にしているのである.
Tyson (2000) は歴史家と歴史主義者を二項対立的に把握し, 自らを歴史家の陣営に位置づけ,
Hoskin & Macve を歴史主義者の陣営に位置づけている. Tyson (1995) 及び Tyson (1993)
は伝統的歴史学または通常の歴史学と解釈的歴史学または新しい歴史学を二項対立的に把握し,
自らを伝統的歴史学または通常の歴史学の陣営に位置づけ, Hoskin & Macve を解釈的歴史学
または新しい歴史学 (または新しい会計史) の陣営に位置づけている.






識を主観的なものと考え, 事実と架空を区別しない (ibid., p. 168).
Tyson (1995) によれば, 伝統的歴史学は, 特定の事実の選択と観察が必然的に主観的となる
限界を認識しているが, それが偏向する可能性または異なる解釈を導く可能性があるという理由
で事実の証拠の重要性を割り引くことができない. 伝統的歴史学は公文書館等を利用し第一次資
料を最優先する. 一方新しい歴史学は特定の立場を支持するために, 証拠の取捨選択を行い, 証
拠の示す客観的現実を理論, 言語または解釈に取り替える. 新しい歴史学は第一次資料の重要性
をさげすみ, 事実の証拠よりも解釈を強調する (Tyson, 1995, pp. 28-29).
Tyson (1995) によれば, 多くの新しい会計史は歴史学よりも社会理論に類似する. 新しい会
計史は証拠の重要性を軽蔑し, 第一次資料を省略または抑制することで解釈の正確性の経験的評
価を回避して, 主流の経済合理主義的解釈からの解放を宣言する (ibid., p. 29).
また Tyson によれば, 新しい会計史は事実と解釈の双方を必要と考えず事実の死を宣告して
おり, 解釈が事実から誘導されるのではなく解釈が事実によって検証されると考えている. 新し
い会計史は証拠に依存すべきであるのに理論に依存し, 第二次資料で支持される理論だけによる
偽造の解釈となっている. 新しい会計史は理論にあった事実を創作している (Funnell, 1996, pp.
51-52).









せる傾向がある (Tyson, 1993, pp. 5-6, 13-14).
理論依存型の研究で支配されたフーコー主義的会計史は特定の書かれた証拠に対して, 装飾を
施し, 疑問の余地ある解釈を与えた. フーコー主義的会計史ではフーコー主義的歴史解釈を支持
するために, 書かれた事実の資料 (factual materials) が選択的に取り入れられ, または取り
除けられて, 疑問の余地ある解釈が与えられている (ibid., pp. 4-6).
フーコー主義的歴史解釈を浸透させるという欲求の中で, Hoskin & Macve は Tyler による
作業標準の設定とそれに基づく出来高賃率の設定という逸話を発見したのではなく創作したので
ある. 事実の歴史資料は Hoskin & Macve の歴史解釈を支持しない. 人間の行為または動機に
関するフーコー主義の説明は他に例のない独特のものであり, 多くの歴史家が支持することは困
難である (ibid., p. 14).
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一方 Hoskin & Macve (1994a) によれば, Tyson (1990, 1993) による証拠の再検討は彼が
主張するような Hoskin & Macve の歴史的解釈に対する破壊的反駁になっていない. また
Tyson の歴史解釈も証拠と合致していない (Hoskin and Macve, 1994a, p. 7).
例えば, Lee 監督官の下での出来高給会計システムが ｢潜在的形態の管理会計｣ であること,
特定の経済的・技術的要因により ｢潜在的形態の管理会計｣ が顕在化しなかったこと, について
は入手可能な事実と一致しない (ibid., p. 7). 1820 年代に全ての兵器廠が対等的立場に立つ協
力の文化があったということはなく, その協力の文化とはむしろ Springfield 兵器廠が他の民間
兵器廠に強制する協力の文化である (ibid., p. 7). 1837 年の不況と互換性部品生産及び機械資
本の導入が 1841 年の Springfield 兵器廠における労働生産性の変化及び原価の縮小をもたらし
たこと, 1841 年以降の Springfield 兵器廠における規律・訓練 (物に関するアカンタビリティ)
の強化や出来高賃率の低下は民間兵器廠に由来すること, 等に対して反証がある (ibid., pp. 7-8).
Hoskin & Macve は歴史を明らかにするのが証拠であるという. 彼らがこのことを強調する
のは, 通説の歴史学または伝統的会計史のみが証拠を正しく尊重しており, 新しい歴史学または
新しい会計史が理論に強く関与しているという仮定が存在しているからである (ibid., p. 22).
新しい会計史が出現し普及してきているとしてもその全ての歴史が等しく妥当であると考えては
ならない. 相対主義的な歴史解釈を拒否するために証拠が必要なのである (ibid., p. 28, note.39).
Tyson によれば, 証拠と事実に基づく伝統的歴史学と理論と解釈に基づく新しい歴史学は異
なる種類の歴史学であり, Hoskin & Macve のフーコー主義的会計史はこの新しい歴史学に分
類される. しかし Hoskin & Macve によれば, 彼らのフーコー主義会計史もまた証拠と事実に
基づく会計史である. また Tyson からみると Hoskin & Macve のフーコー主義的会計史は証拠
と合致していない部分を含む会計史であるが, Hoskin & Macve からみると Tyson の経済合理
主義的会計史も証拠と合致していない部分を含む会計史なのである.
 歴史研究における理論的枠組またはパラダイム
Hoskin & Macve の論文には, Tyson の論文のように双方の歴史研究の方法論の相違を詳細
に述べた論文はないが, 双方の理論的枠組またはパラダイムの相違を詳細に述べた論文があり,
それは既に 3 章 (｢管理及び管理会計・原価計算の起源または現出に関する経済合理主義的歴史
解釈とフーコー主義的歴史解釈の到達点と課題－アメリカ合衆国陸軍省国営 Springfield 兵器廠
の事例－第 2 部｣ 『日本福祉大学経済論集』 42 号, pp. 105-138, 2011 年 3 月) で説明している.









関する第 3 章の要点とそれに関連する議論を示すことにする. なお, 以下のフーコー主義的歴史
解釈と経済合理主義的歴史解釈の説明は, Hoskin & Macve によるフーコー主義的歴史解釈と
Tyson による経済合理主義的歴史解釈に関する説明である.




変化 (経済・技術の変化) を理解して, これらに対応する技術としての管理には問題がないもの
と考えている (Fleischman, Kalbers and Parker, 1996, p. 331). また物の働きに対する標準が
人の働きに対する標準へと発展することは, 自然な発展であり経済的発展の必要性に対する合理
的対応であるとみなし, 問題がないものと考えている (Fleischman, Hoskin and Macve, 1995,
p. 164).
経済合理主義的歴史解釈では, 管理・会計の変化を, 要求・対応理論に基づいて説明する
(Edwards and Newell, 1991, p. 35: Hoskin and Macve, 1994a, p. 4). この理論に基づくと, 経
済・技術の変化に対応して, 合理的判断または合理的行動を行う経済的主体の要求が変化し, こ
の要求の変化に対応して管理・会計が変化するという歴史解釈になる (Carmona etal., 2004, p.
44).
Tyson の経済合理主義的歴史解釈にはこの要求・対応理論が含まれており, それは, 例えば,
次のような中心的主張に見られる. 1841 年より前に Springfield 兵器廠の労働生産性が停滞し原
価が固定 (高止まり) している原因は, 特定の経済的・技術的要因にある. 1841 年以降に同兵
器廠の労働生産性が増大し原価が低減する原因も特定の経済的・技術的要因にある. 同兵器廠の
出来高給の会計はいずれも管理会計であるが, 1841 年より前の ｢潜在的形態の管理会計｣ が,




に設定することに問題があると考えている (Fleischman, Hoskin and Macve, 1995, p. 174).
またフーコー主義的歴史解釈は, 管理及び管理主義という用語の中に規律・訓練権力を想定し
ている. 管理を規律・訓練権力と捉え返し, 管理は労働者の成果を増大させる積極的な権力であ
ること, 管理は労働者の精神 (内面) に狙いを定め主体を形成すること, 管理は書記行為及び試
験を通じて労働者の行為に働きかけること, 管理は知・学問によって強化されること, などを管
理の定義に含めている (Hoskin and Macve, 1994a, p.18).
フーコー主義的歴史解釈は, 経済合理主義的歴史解釈と異なり, 管理を近代的企業が特定の経
済的・技術的変化に対する経済合理主義的な対応として創出した新しい技術と考えていない. 管





と呼ばれる権力の一形態である (ibid., p. 17), と考えているのである.
権力の系譜を辿る研究として, 管理及び管理主義の起源を教育の実践に求めるという Hoskin
& Macve の研究は, フーコー自身及び他のフーコー主義的会計研究者にはみられない特徴があ
り, 試験の歴史研究等を行ってきたフーコー主義的教育史家の Hoskin の影響が大きいと考えら
れる. Hoskin はフーコーよりも試験の歴史を遡り規律・訓練権力の成立基盤を教育現場に求め
たのである (Hoskin, 1990＝稲垣, 1998).
教育の現場は, 文字の使用を学ぶ過程だけではなく, 文字を学ぶ方法を学ぶ過程も持つ. この
後者の過程で行われる教育的実践とは, 厳格な試験, 数値による試験結果の評点化及び評価の対
象となるものを書く行為 (学生による書記行為, 学生を評価する書記行為)であり, これらは規
律・訓練権力を構成する諸実践である (Hoskin and Macve, 1993, pp. 243-248).
Hoskin & Macve によれば, 歴史上, 規律・訓練権力を構成するこの 3 つの諸実践 (試験・
評価・書記行為) を最初に連結させ, 学問的で純粋な知を開発した場所は, 18 世紀後半のエリー
ト教育機関であり, この教育の現場で最初に構成された規律・訓練権力はその後個人または社会
へと拡大していく (Hoskin and Macve, 1990, p. 29).
Hoskin & Macve は, 産業組織における管理・管理主義とその起源としての教育的組織とを
結びつける特定の人物として Tyler を特定した. 彼らは, West Point 陸軍士官学校における規
律・訓練権力の実践 (書記行為, 試験, 評点化の 3 つの教育的実践) を内面化し, それを
Springfield 兵器廠で管理・管理主義に ｢翻訳｣ した人物として Tyler を特定したのである. こ
の ｢翻訳｣ された管理・管理主義とは, 時間動作研究や作業標準の設定とそれに基づく管理・会
計の実践であり, それは規律・訓練権力の横断した実践である.
Hoskin & Macve のフーコー主義的歴史解釈における中心的主張は, こうした権力の系譜を
辿ること, つまり管理及び管理主義の起源を教育の実践に求めることが前提とされている. その
主張とは, 次のような主張である. Springfield 兵器廠における 1841 年以降の労働生産性の増大
と原価の縮小の原因は, 規律・訓練権力の横断する実践 (時間動作研究や作業標準の設定とそれ
に基づく管理・会計の実践) が同兵器廠に導入されたこと, または West Point 陸軍士官学校出
身の Tyler が同兵器廠に現れたこと, にある.
11 本論争の到達点
19 世紀前半のアメリカ合衆国陸軍省国営 Springfield 兵器廠に管理及び管理会計・原価計算の
起源または現出の場を求めた経済合理主義的歴史解釈とフーコー主義的歴史解釈との間には少な
くとも 9 の主要な論争を識別できる. 以下では全部で 12 の論争を示しているが, このうち第 5




論争に細分化される論争であり, 第 9 の論争は第 3 の論争の一部である. 第 5, 8 及び 9 の論争
を除けば全部で 9 の論争が残ることとなる.
9 の主要な論争では, Hoskin & Macve のフーコー主義的歴史解釈と Tyson の経済合理主義
的歴史解釈が基本的に対立しており, 論争相手の見解を相互に否定している. 双方の間には合意
が得られている見解もあるが, その表面的な合意の基礎には対立する見解が存在しているのであ
る. 表面的な合意の基礎に対立する見解が存在している例として, 少なくとも 2 つの例を挙げる
ことができる.
1841 年以降に Springfield 兵器廠の労働生産性を高め, 出来高賃率を低下させた大きな原因の
1 つが 1841 年の第三次査察委員会報告の勧告にあるということについては, 双方の間で合意が
得られている. しかしその第三次査察委員会報告の勧告の由来をどこにまたは何に求めるかとい





る形で本論争の到達点を確定する. 当該論争における Hoskin & Macve 及び Tyson の見解 (ま
たは理論) と証拠は, それぞれ次のように整理できる (本部分は引用参考文献の通常の表記を省略).
 第 1の論争
第 1 の論争は Lee 監督官の下での出来高払システム及び出来高賃率の特質をめぐる論争であ




Hoskin & Macve (1988a, 1988b) では, Lee の出来高払システムは, 時間動作研究及び作業
標準の設定に基づく出来高賃率を利用していない出来高払システムであり, したがって ｢規律・
訓練権力が横断していない管理｣ の出来高払システムである, と考えている.
Hoskin & Macve は, Deyrup (1948) から, Lee の出来高払システムは合格品の製品のみに
支払いを行うが, 複数種類の等級の出来高賃率を設定し, 製品の品質を上げる奨励給も支払うも
のであることを読み取っている. また彼らは, Springfield 兵器廠の当時の賃金支払簿及び作業
申告書に関する直接的調査から, 作業標準に基づく出来高賃率の設定を可能にする帳簿記録が
1841 年より前に揃っていないことを読み取っている. この見解に対して Tyson (1990) は異議
を申し立てていない.




必ずしも明確にしていなかった. しかし Tyson (1993) では, その出来高賃率が民間兵器廠の
出来高賃率に近似させる調整手続に基づいて設定されたと考えている. Tyson (1993) は, 陸軍
長官に宛てた Talcott の書状 (1841) からそのことを読み取っている.
Hoskin & Macve (1994a) は, Lee の出来高払システムで利用された出来高賃率が単純に民
間兵器廠の出来高賃率または市場価額に準拠して設定された出来高賃率ではない, と考えた.
Tyson (1993) が言う民間兵器廠の市場価額または出来高賃率は, 市場が反映されているとはい
えないのである. Hoskin & Macve によれば, Springfield 兵器廠における Lee の原価計算が民
間兵器廠で生産される兵器の契約価格を決めるという価格決定構造の中で, Lee は他の民間兵器
廠がその制約の中で設定した出来高賃率を見定めた上で, それよりも常に高い出来高賃率を設定




Tyson (1993) では, Dalliba 報告書の説明に基づいて, Lee 監督官の下での出来高払システ
ムが単純な時間動作研究を基礎にしているという考えを示唆したため, Hoskin & Macve
(1994a) は, その出来高払システムが時間動作研究や作業標準を基礎にしていないことを再度
主張した. Hoskin & Macve は, Bomford に宛てた Lee 自身の書状 (1821) から, Lee の出来
高払システムは合格品の製品にのみ支払いを行うが, 複数種類の等級の出来高賃率を設定し製品
の品質を上げる奨励給も支払うものであることを読み取っている. また彼らは, Springfield 兵
器廠の当時の作業申告書から, 作業標準の設定に必要な労働時間や完成品一単位あたりの時間の
測定がないこと, 出来高賃率を上下させる制裁や労働生産性の変化がないことを読み取っている.
以上から Hoskin & Macve (1988a, 1988b) は, Lee 監督官の下で設定された出来高賃率が時
間動作研究及び作業標準に基づいて設定される出来高賃率ではないと考えている. この考えは
Deyrup (1948) と Springfield 兵器廠の当時の賃金支払簿及び作業申告書の記録を根拠として
いる.
これに対して Tyson (1993) は, Lee 監督官の下で設定された出来高賃率が民間兵器廠の出来
高賃率または市場価額に準拠して設定された出来高賃率と考えている. この考えは陸軍長官に宛
てた Talcott の書状 (1841) を根拠としている. しかし Hoskin & Macve (1994a) によれば,
Tyson (1993) が言う民間兵器廠の市場価額または出来高賃率とは単純に市場を反映していると
はいえない. この考えは Deyrup (1948) を根拠としている.
また Tyson (1993) は, Dalliba 報告書に基づいて, Lee 監督官の下での出来高払システムが
単純な時間動作研究によるものであるという考えを示唆している. これに対して Hoskin &
Macve (1994a) は, その出来高払システムが時間動作研究に基づいていない, と再度主張して






第 2 の論争は Lee 監督官の下での出来高払システムを前提とする出来高給会計システムの特
質をめぐる論争である. この論争も第 6 章で詳述した. この論争には, Lee 監督官の下での出来
高給会計システムが兵器産業界内部での原価及び生産技術の共有による協力の文化によって補完
されていたのかどうか, その協力の文化に補完された会計システムが Lee 監督官の管理の必要
性を完全に満たす ｢潜在的形態の管理会計｣ であるのかどうか, 等の論争点がある. この協力の
文化の有無またはその特質をめぐる論争は第 7 の論争として取り上げており, 第 8 章で詳述した.
Hoskin & Macve (1988a, 1988b) では, Lee 監督官の下にあった出来高給の会計システムは,
作業標準に基づかない出来高払システムを前提にした会計システム, または ｢規律・訓練権力が
横断していない会計｣ システムであった.
Tyson (1990) もこれとほぼ同様の説明をしたが, 他方で Tyson (1990) では Dalliba 報告書
(1819) や Hoskin & Macve (1988a, 1988b) でも説明されていない出来高給会計システムの特
質を説明した. それはこの出来高給会計システムが, 協力の文化 (兵器産業界内部の原価及び生
産技術を共有する協力の文化) によって補完されていたというものである. それに対して
Hoskin & Macve (1994a) は, 官と民の兵器廠が対等的立場の協力の文化は存在せず存在した
のは民が官に強制された協力の文化であると主張した.
また Tyson (1990) では, その協力の文化により補完された会計システムが Lee 監督官の管
理の必要性を完全に満たす ｢潜在的形態の管理会計｣ と考えた. しかし Hoskin & Macve
(1994a) によれば, Tyson (1990) は詳細な会計記録, 原価記録があったので管理目的の会計が
存在したと考えているに過ぎず, Lee 監督官時代の出来高給会計システムが ｢潜在的形態の管理
会計｣ であることの具体的な証明や Lee 自身がその会計情報及び原価情報をどのように利用し
たのかに関する詳細な検討を Tyson (1990) は行っていないとした.
一方 Hoskin & Macve (1988a, 1988b, 1994a) は, Lee 監督官の下での会計システムを検討し
た Dalliba 報告書 (1819) と 1819 年より前の Springfield 兵器廠の帳簿記録から, Lee 監督官の
下での会計システムが作業標準に基づかない会計システムであることを証明した. Hoskin &
Macve は, この Lee 監督官の下での会計システムを管理会計と考えていないが, Tyson によれ
ば, それは Hoskin & Macve が管理主義の中に管理会計を含めていることによる. Lee 監督官
の下での会計システムに関する分析水準は Hoskin & Macve と Tyson の間で異なっているが,
管理会計の定義も双方の間で異なっている.
以上から Tyson (1990) は, Lee 監督官の下での出来高給会計システムを協力の文化により補
完された ｢潜在的形態の管理会計｣ と考えている. しかし Hoskin & Macve (1994a) は, 国営
兵器廠と民間兵器廠が対等的立場の協力の文化は存在しないと考えている. また Dalliba 報告書
(1819) と 1819 年より前の実際の帳簿記録から Springfield 兵器廠の会計システムを検討した




いない, と考えている. さらに, 管理主義の外部に管理会計が存在しないと考える Hoskin &
Macve にとっては, Lee 監督官の下での出来高給会計システムは管理会計と考えることができ
ない.
 第 3の論争
第 3 の論争は Tyler の関与した出来高賃率及び出来高払システムまたは第三次査察委員会報
告の勧告に基づく出来高賃率及び出来高払システムの特質をめぐる論争である. この論争は第 7
章で詳述した. この論争は Hoskin & Macve と Tyler の論争の中で最も詳細に行われた論争で
ある.
この論争には, 第三次査察委員会報告の勧告における出来高賃率の縮小は, West Point 陸軍






タビリティ) は, 民間の兵器廠における規律・訓練 (物に関するアカンタビリティ) に由来する
のかどうか, West Point 陸軍士官学校関係者が関与する軍需品部による検査及び様々な規制を
通じた強制に由来するのかどうか, 等の論争点がある.
さらにこの論争には, 1832 年の第一次査察委員会報告で勧告された出来高賃率の低下が 1841
年より前までに Springfield 兵器廠に導入されなかった理由は, 反軍隊の大統領 (及び民間人の
兵器廠監督官) と労働者の抵抗にあるのかどうか, それとも兵器のモデルの変更等と陸軍省及び
労働者の抵抗にあるのかどうか, 等の論争点がある.
Hoskin & Macve (1988a, 1988b, 1994b) によれば, 第三次査察委員会報告の勧告における出
来高賃率は, Tyler による Springfield 兵器廠での時間動作研究及び作業標準に基づく出来高賃
率に由来する. Tyler は 1831 年に Springfield 兵器廠で行った時間動作研究及び作業標準の設
定に基づいて出来高賃率を設定している. この調査研究を基礎にして作成されたのが 1832 年の
第一次査察委員会報告であるが, そこで勧告された従来より低下した出来高賃率は反軍隊の大統
領 (及び民間人の兵器廠監督官) と労働者に抵抗され同兵器廠で採用されなかった. 1841 年の
第三次査察委員会報告で利用された出来高賃率の計算方法は第一次査察委員会報告で利用された
その計算方法と同一である. 第三次査察委員会報告に示された出来高賃率は軍人の大統領 (及び
軍人の兵器廠監督官) に許可され Springfield 兵器廠で採用されることになった.
Hoskin & Macve は, Tyler の自叙伝 (1883) から, Tyler が 1831 年に Springfield 兵器廠に
おいて時間動作研究と作業標準の設定を行い出来高賃率を設定したこと, これに基づいて第一次






また彼らは, Tyler の自叙伝 (1883) に示された 1831 年の Springfield 兵器廠における調査
研究 (時間動作研究等), 1832 年の第一次査察委員会報告, Tyler 自身が書いた 1832 年の第一
次査察委員会報告関連の文書, 及び 1841 年の第三次査察委員会報告から, これらの査察委員会




しかし Tyson (1990) では, 第三次査察委員会報告の勧告以前に, 民間兵器廠では 1837 年の
不況により出来高賃率の引き下げを行っていたと考えている. そして, 彼は, 1841 年第三次査
察委員会報告が, 出来高賃率及び多くの規律・訓練 (物に関するアカンタビリティ) の実践に関
する官と民の兵器廠の不公平を調整し, 民間の兵器廠の刷新的管理モデルを国営の Springfield
兵器廠に導入した, と考えている.
Tyson は, Rezneck (1935) や商務省統計から, 不況が民間兵器廠の出来高賃率を引き下げた
ことを読み取り, 陸軍省に宛てた Talcott の書状 (1841) から, 従前のままでの賃金, 労働時間
等の維持が全ての兵器廠で困難であることを読み取っている. または彼は, 1841 年の第三次査
察委員会報告から, 同報告で勧告された Springfield 兵器廠の出来高賃率が賃金に関する官と民
の不公平を調整した結果であること, 同勧告が民間兵器廠の手続に類似していることを読み取っ
ている.






また Tyson (1993) は, Bell へ宛てた Talcott の書状 (1841) から, 1832 年の第一次査察委
員会報告における出来高賃率の低下が Springfield 兵器廠に対して強制されなかった理由として,
兵器のモデルの変更等と陸軍省及び労働者の抵抗を読み取っている. さらに Tyson (1993) は,
Bomford が軍需品部に宛てた書状 (1841) と陸軍長官に宛てた書状 (1841) から, 第三次査察
委員会報告の勧告に基づく出来高賃率は, 時間動作研究や作業標準の設定に基づいたものではな
いこと, Springfield 兵器廠には労働時間等に関する新たな規律・訓練 (物に関するアカンタビ
リティ) や軍隊式の規律・訓練がなかったことを読み取っている.




ティ) は民間兵器廠の刷新的実践に由来するとしても, その民間兵器廠の刷新的実践は, West
Point 陸軍士官学校関係者が関与した軍需品部による検査及び様々な規制を通じた強制に由来す
るものである. Hoskin & Macve は, Smith (1981) から, 全ての兵器廠に強制される生産の基
準等の規律・訓練が West Point 陸軍士官学校関係者による厳しい査察に由来していることを読
み取り, Tyler の自叙伝 (1883) から, Tyler の厳しい査察が実行されたことを読み取り,
Smith (1985) から, 民間兵器廠で確立されたその基準がその後の兵器廠査察の規則に反映され
たことを読み取っている.
また Hoskin & Macve (1994a) によれば, 第三次査察委員会報告を通じて Springfield 兵器
廠に導入された出来高賃率の低下は, Tyler による Springfield 兵器廠での時間動作研究と作業
標準の設定に由来するものである. Tyler が関与して 1831 年に Springfield 兵器廠で行った調
査研究 (時間動作研究等) と 1832 年に作成された第一次査察委員会報告において, 時間動作研
究及び作業標準に基づいて出来高賃率が計算されている. Hoskin & Macve は Tyler 自身が書
いた 1832 年の第一次査察委員会報告関連の文書 (NARA RG156) と 1841 年の第三次査察委員
会報告から, 出来高賃率を計算するための同一の計算構造を読み取っている.
以上から Hoskin & Macve (1988a, 1988b, 1994a, 1994b) は, Tyler の関与した出来高賃率ま
たは第三次査察委員会報告の出来高賃率は, Tyler が Springfield 兵器廠で行った時間動作研究
及び作業標準に由来すると考えている. この考えは, 1831 年の Springfield 兵器廠における調査
研究 (1883 年の Tyler の自叙伝に示されたもの), 1832 年の第一次査察委員会報告, Tyler 自身
が書いた 1832 年の第一次査察委員会報告関連の文書, 及び 1841 年の第三次査察委員会報告と
Springfield 兵器廠における当時の賃金支払簿及び作業申告書を根拠としている.
一方 Tyson (1990, 1993) は, Tyler の関与した出来高賃率または第三次査察委員会報告の出
来高賃率は, 民間兵器廠の出来高賃率の準用または民間兵器廠の出来高賃率に近似させる調整手
続等に由来すると考えており, Hoskin & Macve の言う Springfield 兵器廠の時間動作研究及び
作業標準に由来するという考えを否定している. Tyson (1990) では, 1841 年の第三次査察委
員会報告を根拠とし, Tyson (1993) では, Bell へ宛てた Talcott の書状 (1841) 及び 1841 年
の第三次査察委員会報告と軍需品部に宛てた Bomford の書状 (1841) 及び陸軍長官に宛てた
Bomford の書状 (1841) を根拠としている.
Hoskin & Macve (1988a, 1988b) は, 1832 年の第一次査察委員会報告で勧告された出来高賃
率の低下が 1841 年より前までに Springfield 兵器廠に強要されなかったのは, 反軍隊の大統領
と労働者の抵抗にあると考えている. この考えは Tyler の自叙伝 (1883) を根拠としている.
しかし Tyson (1993) は, その強要されない理由が兵器のモデルの変更と陸軍省及び労働者の
抵抗にあると考えている. この考えは Bell へ宛てた Talcott の書状 (1841) を根拠としている.
Tyson (1990) と Hoskin & Macve (1994a) は, 民間兵器廠で先行した多くの規律・訓練
(物に関するアカンタビリティ) が第三次査察委員会報告を通じて Springfield 兵器廠に導入さ




生産の基準等という規律・訓練は民間の兵器廠で確立されたもので, West Point 陸軍士官学校
関係者に由来すると考えている. この考えは Smith (1981, 1985) 及び Tyler の自叙伝 (1883)
を根拠としている. Tyson (1993) は Springfield 兵器廠には新たな規律・訓練 (物に関するア
カンタビリティ) や軍隊式の規律・訓練が導入されなかったと考えている. この考えは軍需品部
に宛てた Bomford の書状 (1841) 及び陸軍長官に宛てた Bomford の書状 (1841) を根拠とし
ている.
 第 4の論争
第 4 の論争は Tyler の関与した出来高賃率または第三次査察委員会報告の勧告に基づく出来
高賃率を前提とする出来高給会計システムの特質をめぐる論争である. この論争も第 7 章で詳述








明している. しかし Tyson は, その Hoskin & Macve の見解に異議を申し立てている.
Tyson は, 2 つの定義に基づいて Springfield 兵器廠の出来高給会計システムが標準原価計算




Tyson (1993) によれば, 作業標準の設定と標準原価計算の 2 つを結び付けて考え, 作業標準
に基づいて標準的労務費を採用する会計を標準原価計算と定義する場合, Hoskin & Macve の
言う作業標準に基づく出来高給会計システムは標準原価計算と考えることができる. しかし
Tyson (1993) は作業標準の設定等を否定しているので, その出来高給会計システムを標準原価
計算と考えることができない.








述べている (Hoskin and Macve, 2000, p. 109, note25). つまり, 彼らによれば, 同兵器廠に導
入された会計システムは時間動作研究及び作業標準に基づく出来高賃率を前提とする会計システ
ムではあるが, それは科学的管理運動と共に出現する標準原価計算とは異なるものである.
Tyson (1993) から見ると, 時間動作研究及び作業標準に基づく会計, または ｢規格に基づく
会計｣ が存在したのかどうかの確証的な証拠はなにもない. Tyson (2000) から見ると, Hoskin
& Macve の一連の研究を除けば, 19 世紀前半の Springfield 兵器廠及びその他の国営兵器廠,
または民間の兵器廠において, 時間動作研究及び作業標準に基づく会計, または ｢規格に基づく
会計システム｣ が他に存在していたことを明らかにする研究は現段階では全く存在しない.




以上から Hoskin & Macve (1988a, 1988b) によれば, Tyler の関与した出来高賃率または第
三次査察委員会報告の勧告に基づく出来高賃率を前提とする出来高給会計システムは, 時間動作
研究及び作業標準に基づく出来高賃率を前提とする出来高給会計システムであると考えている.
この考えは Tyler の自叙伝 (1883) 及び Springfield 兵器廠における当時の賃金支払簿及び作
業申告書等を根拠としている.
しかし Tyson (1993) は, その出来高給会計システムが時間動作研究及び作業標準を前提と
するものではなく, また Springfield 兵器廠では原価差異を計算した証拠や特定の統制目的のた
めに標準原価計算が利用された証拠等がないと考えている. Tyson (1993) によれば, Hoskin &
Macve の一連の研究を除けば, 19 世紀前半に時間動作研究及び作業標準に基づく会計が他に存




第 5 の論争は 1841 年より前の Springfield 兵器廠における労働生産性の停滞と原価の固定




として別個に取り上げている (第 10 章で詳述している). 一方具体的な経済的・技術的要因に関
する論争の部分も第 6 及び第 7 の論争として別個に取り上げている (第 8 章で詳述している).
このため第 5 の論争は第 6, 7 及び 12 の論争に細分化して示している.




ける労働生産性の停滞と原価の固定 (高止まり) の原因を, ｢規律・訓練権力が横断した管理・
会計｣ の未導入に求め, さらにこの未導入の原因を West Point 陸軍士官学校で教育を受けた
Tyler が Springfield 兵器廠に現れなかったことに求めている. 一方 Tyson (1990) は同兵器廠
の労働生産性の停滞と原価の固定 (高止まり) の原因を, ｢規律・訓練権力が横断した管理・会




一方 Hoskin & Macve と Tyson の間では, Springfield 兵器廠における労働生産性の停滞と
原価の固定 (高止まり) の原因としての経済的・技術的要因をめぐる論争が行われている. この
論争が次の第 6 から第 7 の論争である.
 第 6の論争
第 6 の論争は Springfield 兵器廠における労働生産性の停滞と原価の固定 (高止まり) の原因,
または経済的・技術的要因の 1 つが熟練労働力不足及び熟練労働者の抵抗, 熟練解体 (単純作業
化) の未発達であるという Tyson (1990) の見解をめぐる論争である. この論争は第 8 章で詳
述した. この論争点は, 同兵器廠における労働生産性の停滞と原価の固定 (高止まり) の原因,
または経済的・技術的要因の 1 つが, 熟練労働力不足及び熟練労働者の抵抗, 熟練解体 (単純作
業化) の未発達であるのかどうかである.
Tyson (1990) は, 1830 年代後期までは熟練労働力不足であり, 熟練解体 (単純作業化) が
未発達であったため, 作業場または兵器廠における労働の効率化に対して熟練労働者が抵抗可能
であったと考えている. Tyson (1990) は, Prude (1983) から, 熟練労働力不足と熟練労働者
による労働の速度及び時間の自己決定等を読み取り, Smith (1977) から, 熟練水準が高いほど
強制的労働への抵抗が強いことを読み取り, Hounshell (1982) から, 1830 年代後期以降機械資
本が導入され熟練が解体していくことを読み取っている.
しかし Hoskin & Macve (1994a) によれば, 熟練労働力不足, 熟練解体 (単純作業化) の未
発達は民間兵器廠の状況であって, Lee 監督官の下での国営 Springfield 兵器廠は熟練労働力不
足ではなく, 熟練解体 (単純作業化) と労働者の労働強化が進められていた. Hoskin & Macve
(1994a) は, Smith (1985) から, Lee 監督官が作業規則の違反者に厳しい懲罰, 罰金を課した
ことを読み取り, Smith (1977) から, Lee 監督官が作業工程を分割し単純作業化を進めていた
ことを読み取っている.
以上から Tyson (1990) は, 1841 年より前に Springfield 兵器廠で労働生産性が停滞し, 原
価が固定 (高止まり) していた経済的・技術的要因の 1 つを熟練労働者不足及び熟練労働者の抵
抗, 熟練解体の未発達であると考えている. この考えは Prude (1983), Smith (1977) 及び
Hounshell (1982) を根拠としている. しかし, Hoskin & Macve (1994a) は, Lee 監督官の下
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では熟練解体と労働強化が進められていたと考えている. この考えは Smith (1977, 1985) を根
拠としている.
 第 7の論争
第 7 の論争は Springfield 兵器廠における労働生産性の停滞と原価の固定 (高止まり) の原因,
または経済的・技術的要因の 1 つが協力の文化, 特に製造原価情報を共有する協力の文化の存在
であるという Tyson (1990) の見解をめぐる論争である. この論争も第 8 章で詳述した. この
論争には, 労働生産性の停滞と原価の固定 (高止まり) の原因, または経済的・技術的要因の 1
つが協力の文化, 特に製造原価情報を共有する協力の文化が存在するのかどうか, そもそも協力
の文化なるものが存在するかどうか, 等の論争点がある.
Tyson (1990) はこの協力の文化が存在し, それが兵器産業界内部で労働者の出来高賃率を統
制でき, 賃金の高低に動機付けられる労働者の移動を制限できたと考えている. Tyson (1990)
は, Lee の下での出来高給会計システムはこの協力の文化によって補完されていたので, ｢顕在
的形態の管理会計｣ が導入される必要がなく ｢潜在的形態の管理会計｣ であったと考えている.




しかし Hoskin & Macve (1994a) は, 兵器産業界には国営兵器廠と民間兵器廠が対等的立場
に立つ協力の文化が存在せず, 官と民の兵器廠の経済的格差を前提にして民が官によって強制さ
れる協力の文化があったと考えている.
Hoskin & Macve (1994a) は Deyrup (1948) から, Lee が Springfield 兵器廠の監督官であっ
た時代は, 同時に民間兵器廠の査察長官でもあったため, 民間兵器廠と不断に対立していたこと,
Springfield 兵器廠の原価計算に基づいて民間兵器廠の契約価格が決定されるという仕組みの中
では Lee が兵器市場の価格形成者であること, 民間兵器廠の出来高賃率よりも常に高い賃率を
設定して他の兵器廠よりも有能な熟練労働者を雇用できたこと, を読み取っている.
以上から Tyson (1990) は, Lee 監督官の時代には協力の文化が存在すると考えている. この
考えは Minsky and Nevins (1952, p. 268) 及び Uselding (1973) を根拠としている. しかし,
Hoskin & Macve (1994a) は, その協力の文化は国営兵器廠の競争上の優位性を最大限確保す
るための官から民への強制的文化と考えている. 特に原価情報の共有という協力の文化は兵器産
業界全体が対等的立場で協力を維持するためではなく, Springfield 兵器廠監督官の Lee が兵器
産業界を支配するためである, と考えている. この考えは Deyrup (1948) を根拠としている.
 第 8の論争




因をめぐる論争である. この第 8 の論争は, 歴史研究における証拠及び事実と理論及び解釈に関
する方法論争の部分と具体的な経済的・技術的要因に関する論争の部分に分けることができる.
ここでいう歴史研究における証拠及び事実と理論及び解釈に関する論争の部分は第 12 の論争
として別個に取り上げている (第 10 章で詳述している). 一方具体的な経済的・技術的要因に関
する論争の部分も第 9, 第 10 及び第 11 の論争として別個に取り上げている (第 9 章で詳述して
いる). このため第 8 の論争は第 9, 10, 11 及び 12 の論争に細分化して示している.
Hoskin & Macve の一連の研究 (1988a, 1988b) は, 1841 年以降の Springfield 兵器廠におけ
る労働生産性の増大と原価の低減の原因を, ｢規律・訓練権力が横断した管理・会計｣ の導入に
求め, さらにこの導入の原因を West Point 陸軍士官学校で教育を受けた Tyler が Springfield
兵器廠に現れたことに求めている. 一方 Tyson (1990) は同兵器廠の労働生産性の増大と原価




一方 Hoskin & Macve と Tyson の間では, Springfield 兵器廠における労働生産性の増大と
原価の低減の原因としての経済的・技術的要因をめぐる論争が行われている. この論争が次の第
9 から第 11 の論争である.
 第 9の論争
第 9 の論争は Springfield 兵器廠における労働生産性の増大と原価の低減の原因, または経済
的・技術的要因の 1 つが, 出来高賃率の低下を先行させた民間兵器廠の刷新的実践を
Springfield 兵器廠に導入するよう第三次査察委員会報告が強制したことにあるという Tyson
(1990, 1993) の見解をめぐる論争である. この論争は第 3 の論争の一部であるため, 既に第 3
の論争の部分で取り上げている.
 第 10 の論争
第 10 の論争は Springfield 兵器廠における労働生産性の増大と原価の低減の原因, または経
済的・技術的要因の 1 つが, 不況にあるという Tyson (1990) の見解をめぐる論争である. こ
の論争は第 9 章で詳述した. この論争点は, 同兵器廠における労働生産性の増大と原価の低減の
原因, または経済的・技術的要因の 1 つが, 不況にあるのかどうか, または不況に対応する労働
強化 (規則正しい労働日と出来高賃率の低下の強制) にあるのかどうか, である.
Tyson (1990) は, 不況が民間兵器廠の出来高賃率の低下等の労働強化を導き, 第 3 次査察委
員会の勧告 (出来高賃率の低下と規則正しい労働時間の導入) がこの民間兵器廠の労働強化を
Springfield 兵器廠に導入するよう求めた, と考えている.
Tyson は, Laurie (1974) から, 労働時間を長時間に戻すことに対して労働者を抵抗できな
新谷 司
103
くしたものが不況であることを読み取り, Rezneck (1935) や商務省統計から, 不況が民間兵器
廠の出来高賃率を引き下げたことを読み取り, 陸軍省に宛てた Talcott の書状 (1841) から, 従
前のままの賃金, 労働時間等が全ての兵器廠で困難であることを読み取り, 1841 年の第三次査
察委員会報告から, 同報告で勧告された Springfield 兵器廠の出来高賃率等が官と民の不公平を
調整した結果であることを読み取っている.
しかし Hoskin & Macve (1994a) は, 不況から労働者の出来高賃率の低下と規則正しい労働
時間の導入の強制に至るという時間の順序には問題があると考えている. Hoskin & Macve
(1994a) は, Tyler の自叙伝 (1883) から, 軍需品部の主任査察官 Tyler が民間兵器廠に厳しい
生産の基準等を導入したのが 1832－33 年であり, 1837 年の不況よりも前であることを読み取り,
1841 年の Talcott の報告書から, 不況の影響は労務費に反映されず, 反対に 1830 年代から 1840
年にかけて小銃の単位原価が上昇し続けていることを読み取っている.
以上から Tyson (1990) は, 1841 年以降に Springfield 兵器廠で労働生産性が増大し, 原価
が縮小する経済的・技術的要因の 1 つが不況にあると考えている. この考えは Laurie (1974),
Rezneck (1935) 及び 1841 年の第三次査察委員会報告を根拠としている. しかし, Hoskin &
Macve (1994a) は, 不況から労働者の出来高賃率の低下と規則正しい労働時間の導入に至ると
いう時間の順序には問題があると考えている. この考えは Tyler の自叙伝 (1883) と Talcott 報
告書 (1841) を根拠としている.
 第 11 の論争
第 11 の論争は Springfield 兵器廠における労働生産性の増大と原価の低減の原因, または経
済的・技術的要因の 1 つが, 互換性部品生産と機械資本の導入・単純作業化であるという
Tyson (1990) の見解をめぐる論争である. この論争も第 9 章で詳述した. この論争点は同兵器
廠における労働生産性の増大と原価の低減の原因, または経済的・技術的要因の 1 つが, 互換性
部品生産と機械資本の導入・単純作業化であるのかどうか, である.
Tyson (1990) は, 互換性部品生産に伴う作業工程の分業化と機械資本の導入により熟練解体
(単純作業化) が進んだことで, 熟練労働者の抵抗力が弱化し, 高い労働生産性を引き出す低い
出来高賃率の設定が可能になったと考えている. Tyson (1990) は, Hounshell (1982) から,
1830 年代後期以降機械資本が導入され単純作業化が進むことを読み取っている.
しかし Hoskin & Macve (1994a) は, Springfield 兵器廠における互換性部品生産と機械資
本の導入から労働生産性の増大と原価の縮小に至るという時間の順序には問題があると考えてい
る. 同兵器廠における 1841 年の管理の方法の変化 (規則正しい労働日と出来高賃率の低下の要
求) の後で互換性部品生産の体制が成立している. 同兵器廠の機械化されていない作業工程では
1841 年前後に労働生産性が増大し, 原価が低減している.





が 1840 年代中期からであることを読み取っている. また彼らは, Deyrup (1948) から, 1815
年から 1859 年までの間, 機械資本等の導入がない銃身溶接作業の場合, 1840 年から 1844 年の
間に出来高賃率 (原価) が縮小し, 銃身溶接量 (労働生産性) が 2 倍に増大していることを読み
取っている.
以上から Tyson (1990) は, 1841 年以降に Springfield 兵器廠で労働生産性が増大し原価が
低減する原因の 1 つを互換性部品生産及び機械資本の導入, 単純作業化にあると考えている. こ
の考えは Hounshell (1982) を根拠としている. しかし Hoskin & Macve (1994a) は, 互換性
部品生産と機械資本の導入から労働生産性の増大と原価の縮小に至るという時間の順序に問題が
あると考えている. この考えは Smith (1985) と Deyrup (1948) を根拠としている.
 第 12 の論争
第 12 の論争は歴史解釈における証拠及び事実と理論及び解釈をめぐる方法論争である. この
論争には, 伝統的歴史学が証拠と事実に基づくもので, 新しい歴史学が理論と解釈に基づくもの
であるのかどうか, Hoskin & Macve のフーコー主義的会計史はこの新しい歴史学に分類され
るのかどうか, Hoskin & Macve のフーコー主義的会計史もまた証拠と事実に基づく会計史で
あるのかどうか, 等の論争点がある.
Tyson (2000) は, Hoskin & Macve と Tyson の一連の論争の真の論点が Hoskin & Macve
のテーゼをめぐる証拠の確証と反証にあるのではなく, 双方の歴史研究の方法論が対立している
ことにあると考えている. Tyson (1995) 及び Tyson (1993) は, 伝統的歴史学または通常の
歴史学 (会計史を含む) と解釈的歴史学または新しい歴史学 (会計史を含む) を二項対立的に把
握し, 自らを前者の陣営に, Hoskin & Macve を後者の陣営に位置づけている.
Tyson (1995) によれば, 伝統的歴史学は過去の事実の正確な把握を義務としており, 証拠を
重視するが, 特に第一次資料を最優先する. しかし, 新しい会計史は証拠の重要性を軽蔑し, 第
一次資料を省略または抑制することで解釈の正確性の経験的評価を回避して, 主流の経済合理主
義的解釈からの解放を宣言する. 新しい会計史は証拠に依存すべきであるのに理論 (社会理論)
に依存し, 第 2 次資料で支持される理論だけによる偽造の解釈となっている.
Tyson (1993) によれば, 理論依存型の研究で支配されたフーコー主義的会計史は特定の書か
れた証拠に対して, 装飾を施し, 疑問の余地ある解釈を与えた. フーコー主義的会計史ではフー
コー主義の歴史解釈を支持するために, 書かれた事実の資料が選択的に取り入れられ, または取
り除けられて, 疑問の余地ある解釈が与えられている.
一方 Hoskin & Macve (1994a) によれば, Tyson (1990, 1993) による証拠の再検討は彼が
主張するような Hoskin & Macve の歴史的解釈に対する破壊的反駁になっていないし, Tyson





Hoskin & Macve は新しい会計史も事実または証拠を正しく尊重する会計史であると主張して
いる.
以上から Tyson は, 証拠と事実に基づく伝統的歴史学と理論と解釈に基づく新しい歴史学が
異なる種類の歴史学であり, Hoskin & Macve のフーコー主義的会計史がこの新しい歴史学に
分類される, と考えている. しかし Hoskin & Macve は, 彼らのフーコー主義会計史もまた証
拠と事実に基づく会計史である, と考えている. また Tyson は, Hoskin & Macve のフーコー
主義的会計史が証拠と合致していない部分を含む会計史である, と考えている. しかし Hoskin
& Macve は, Tyson の経済合理主義的会計史も証拠と合致していない部分を含む会計史である,
と考えている.
歴史研究における過去の事実の認識と個々の事実間の関係に関する解釈に大きな影響を及ぼす
ものが, 理論的枠組またはパラダイムである. Hoskin & Macve と Tyson の一連の論争のもう 1
つの重要な論点は, 双方の歴史研究の理論的枠組またはパラダイムにある. Hoskin & Macve
のフーコー主義的歴史解釈では, その特有の理論的枠組またはパラダイムにより, 権力という社
会的側面や人の働きに関する標準の設定を問題化し, 権力の系譜を辿る研究, つまり教育のコン





















本論争について一定の論評を行っている主な文献は, W. Funnell (1996), W. F. Chua (1998),
S. Carmona (2004), 及び S. P. Waker (2008) である.
まず Funnell (Funnell, 1996, p. 46) は, 1960 年代以降に伝統的歴史学に対する批判を行っ
た新しい歴史学の一部が ｢言語論的転回 (Linguistic Turn)｣ の歴史学またはポストモダンの歴
史学 (以下言語論的転回の歴史学と表記) であるとし, その歴史学は新しい会計史にほとんど影
響を与えていないと主張している. また本論争の論評文献ではないが, C. J. Napier (Napier,
2009, p. 42) は, A. Munslow (以下マンスロウと表記) の著書 『歴史を脱構築する』 (1997)
の分類を利用して, 会計史の領域では, ほとんどが ｢再構築主義者 (Reconstructionists)｣と ｢構
築主義者 (Constructionists)｣ の会計史であると主張し, したがって言語論的転回の歴史学で
ある ｢脱構築主義者 (Deconstructionists)｣ の会計史はほぼ存在しないと示唆している.
Tyson は, 伝統的歴史学と新しい歴史学を二項対立的に扱い, 新しい会計史が新しい歴史学
を範とした会計史であると考えているが, 新しい歴史学と新しい会計史を言語論的転回の歴史学
のように扱っている. Tyson は新しい歴史学及び新しい会計史を言語論的転回の歴史学とみな
して批判しているため, Funnell (1996) はそのTysonの考えに問題があると指摘したのである.
次に Chua (Chua, 1998, p. 619) によれば, Hoskin & Macve と Tyson の論争は西洋の自由
民主主義の下にある研究者共同体が利用する 2 つの基本的教義を再確認させてくれるものである.
この 2 つの教義とは, 自分または自分達と異なって考える人々と論争する意志を持つこと, それ
ぞれの主張は証拠に基づくという信念を持つこと, である. 後者に関連する歴史家の責任には,
特に古文書の証拠を注意深く検討すること等がある. Carmona (Carmona, 2004, p. 44) は,
Tyson 等が言うように新しい会計史には第二次資料に依存しているものが存在するが, それが
新しい会計史固有の特質ではなく, 第一次資料に基づいた新しい会計史も存在しているとし, そ
の典型として Hoskin & Macve の一連の研究を挙げている.
しかし Tyson は, 新しい会計史に対して第一次資料を最優先せず, 第一次資料の省略または
抑制を行う, または立場・理論に合わせて証拠の取捨選択を行う等の批判を行っている3.
Tyson は新しい会計史を第一次資料や証拠をさげすむ会計史と批判しているため, Chua (1998)
及び Carmona (2004) はその Tyson の考えに問題があると指摘したのである.
なお Chua (Chua, 1998, pp. 619-620) は, Hoskin & Macve と Tyson の論争から, 誤解を招
くことを読み取ることができると言う. 伝統的歴史学も新しい歴史学 (言語論的転回等の歴史学
を除く－新谷) もいずれも証拠を尊重しているため, Tyson のように伝統的歴史家のみが証拠
を重視すると考えるのは誤解を招くというのである. この Chua (1998) の主張は, 伝統的会計
史と同様に新しい会計史も証拠を正しく尊重する会計史であるという Hoskin & Macve の主張
と一致している.
証拠を尊重し, 第二次資料よりも第一次資料を優先すると宣言する伝統的会計史と新しい会計
史が実際に宣言通りのことをしてきたかどうかは必ずしも明らかではない. なぜなら 19 世紀の
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利用する会計史家は第一次資料を誤って解釈することがある (Napier, 2009, p. 41: 金森, 2010,
pp. 32-34).





R. K. Fleischman (2005) は, 約 11 年間に及ぶこの Hoskin & Macve と Tyson の論争につ
いて, 会計史の歴史上最も長期に及ぶパラダイム論争と表現したが, 本論争中にそれぞれの解釈
または理論を否定する証拠を互いに提示したとしても, Hoskin & Macve も Tyson もいずれも
パラダイムを転向させていない. 同じパラダイムに留まることを選択している Hoskin & Macve
は, 自分達の研究に先行した研究と後続の研究において自分達と類似する研究が発表されていな
い事実を受け, 自分達の理論を支持する証拠が現れない事実によって同理論が反証されているの
で, 自分達の理論を支持する証拠の蓄積が未だ必要である (Hoskin and Macve, 2000, p. 100),
と述べている.
最後に Walker (Waker, 2008, p. 299) によれば, Hoskin & Macve と Tyson の論争から得
られる歴史研究の 1 つの真理は, あらゆる証拠が多様な解釈にさらされるということにある.
Tyson (1993) は, 事実の客観的確定者及び真理の発見者としての歴史家の役割を再度主張して,
アメリカの陸軍省国営 Springfield 兵器廠の原価計算史に関するフーコー主義的歴史解釈が教条
主義的なものであり, 古文書または証拠の内容によって実証されないものであると批判した. こ





｢史実｣, 過去を明らかにできる場合に依拠する資料・証拠を ｢史料｣, 当時書かれた文書等を
｢原史料｣ または ｢第一次史料｣, 後代の歴史研究者の手によるものを ｢第二次史料｣, この史料









山, 1998, p. 315).
まず, 現在の通説的な歴史学または伝統的歴史学の基本的特質を確認する. 小田中は, E. H.
Carr (Carr, 1961＝清水, 1962) や遅塚 (1996) の所説を援用して歴史学を次のように定義して
いる. 歴史学とは史料に基づいて過去の事実を ｢認識｣ し (他の認識と区別して以下でも ｢認識｣
と表記), その個々の史実と史実を関連させた ｢解釈｣ に基づいて (他の解釈と区別して以下で
も ｢解釈｣ と表記), 一定の歴史像を描くことである (小田中, 2000, pp. 1689-1690). この ｢認
識｣ は過去の事実の認識であり, ｢認識｣ には史料批判も含まれる. この ｢解釈｣ は史実と史実
の因果関係または相互関係等の関連を想定しており, 多様になりうる. なぜなら ｢解釈｣ では,
研究者の主観に従って特定の解釈枠組を選択し, それに則って解釈を進めていき, 史実と史実と
を関連させる中で個々の史実に意味を付与しているからである (遅塚, 2010, p. 250).
小田中によれば, ｢認識｣ と ｢解釈｣ の妥当性を検証する過程において両者は相互に規定し合
う関係にある. ある ｢解釈｣ が妥当であるか否かは, あれこれの ｢認識｣ と整合しているか否か
で検証できる. 整合していなければ, その ｢解釈｣ は修正されるか, または放棄される. つまり
｢認識｣ が ｢解釈｣ を規定する. 反対に, ある ｢認識｣ を所与の ｢解釈｣ の中にうまくはめ込め
ない場合はその ｢認識｣ の妥当性を問うことができる. つまり ｢解釈｣ が ｢認識｣ を規定する
(小田中, 2000, pp. 1694-1695).
したがってまず ｢認識｣ を行い, 次に ｢解釈｣ を行って一定の歴史像を構築するという単純な
｢認識｣ 及び ｢解釈｣ の二段階論は成立しない (二宮, 2004, p. 45, 50). また ｢認識｣ にも ｢解
釈｣ と同様に歴史家の主観的解釈が介入する余地がある. なぜなら ｢認識｣ の過程では, 史実を
収集する行為に歴史家の解釈 (観点) が入り込み (Evans, 1997＝今関・林, 1999, p. 25), 史料
記述者の解釈が介入している史料を歴史家が読解し解釈するからである (遅塚, 2010, p. 120).
しかし史実には史料記述者の主観的解釈の介入する余地がほとんどないものもある. 遅塚によ
れば, 構造史上の史実 (経済構造や社会構造のような大量的・反復的な史実) の場合史料記述者
の主観的解釈が介入する余地がほとんどない. 事件史上の史実 (通常の出来事に相当する個別的・
一回的な史実) の場合, その出来事の経緯の記述は史料記述者の主観的解釈がほとんど入り込ま
ないが, その原因や目的の記述は史料記述者の主観的解釈が入り込む. 文化史上の史実 (人間の
思考や心性や行動) は史料記述者の表象と解釈に依存する (同上書, p. 124).
歴史学の ｢実証｣ (または実証主義) には ｢認識｣ レベルの ｢実証｣ と ｢解釈｣ レベルの ｢実
証｣ がある. 小田中によれば, ｢実証｣ は, 史料批判を行えばより正しい史実を ｢認識｣ できる
という立場である (小田中, 2004, p. 65). 他方遅塚によれば, 史料批判を通じて ｢認識｣ された
史実と ｢解釈｣, テーゼ, または理論と突き合せるのが ｢実証｣ である. ｢認識｣ された史実と
｢解釈｣ の突き合せを行えば, 正しい ｢解釈｣ となるという立場が ｢実証｣ である (遅塚, 2010,
新谷 司
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p. 245). R. J. Evans (以下エヴァンズと表記) によれば, より正しい史実の ｢認識｣ と ｢解釈｣
は証拠として使用される第一次史料に照らして絶えず検証される必要がある (Evans, 1997＝今
関・林, 1999, pp. 90-91). 過去が残した痕跡から過去を再構築する程度は第一次史料に依拠す
る程度と関係している.
小田中によれば, 絶対的に正しい ｢解釈｣ が存在しないということで歴史家の意見はまとまっ
ている. しかし歴史家は, ｢認識｣ を歴史学の学会等の研究者共同体における史料批判を通じて
互いに検証し続けることと, ｢解釈｣ の正しさや歴史像の妥当性を研究者共同体の中で互いに追
及し続けることを重要と考えている (小田中, 2000, pp. 1695-1697).
つまり, エヴァンズが言うように, 多様な ｢解釈｣ を制約し, より正しい ｢認識｣, ｢解釈｣ 及
び歴史像を追及できるのは研究者共同体の存在によるのである. 1 人の歴史家の解釈が大きく介
入することもありうる ｢認識｣ 及び ｢解釈｣ の過程とそれらの結果として形成された歴史像は,
個人を超えた研究者共同体の知的合意を必要とするのである. ただし, 研究者共同体が研究者に
強要する諸ルールによって大幅に歪められた歴史的解釈を広めた歴史があったことも今日の歴史
家は認めている (Evans, 1997＝今関・林, 1999, p. 95, 103).
エヴァンズによれば, ｢認識｣ と ｢解釈｣ の過程において歴史家の解釈 (及び史料記述者の解
釈) の介入を否定することはできない. 両過程は, 文学の手法, 社会科学の理論と方法, 道徳的・
政治的信念, 美的感覚, 無意識の設定や願望に左右されるのである (同上訳書, p. 195). つま
り両過程は理論的枠組またはパラダイムとその他の諸前提に左右されるのである.
R. Eaglestone によれば, 異なる歴史家が同じ史料に対して異なる問いかけを行い, 異なる方
法論を利用して, そこから異なる ｢解釈｣ に到達することは珍しいことではない (Eaglestone,
2001＝増田, 2004, p. 36). ここでの ｢解釈｣ の違いは解釈的枠組または理論や研究方法論等の
歴史哲学またはパラダイムによるのである.
しかしエヴァンズが言うように, 互いに矛盾する複数の ｢解釈｣ が等しく正当であるというこ
とはありえず, それらの ｢解釈｣ が異なる歴史哲学に基づいているから決着させる手段がないと
いうこともありえない. 例えば, 一方の歴史家が 1933 年のドイツでビッグ・ビシネスがナチス
に政権を与えたと論じ, 他方の歴史家がそうではないと論じた場合, 双方とも正しいということ
はありえない. 叙述の視点に従ってどちらも正しいと主張することは無意味である. (Evans,
1997＝今関・林, 1999, p. 173). 歴史哲学またはパラダイムが史料の選定及び ｢認識｣ を制約し,
｢解釈｣ を制約するということにはならないのである.
その理由は, 既に述べたように, 史料の選定及び ｢認識｣ と ｢解釈｣ には相互に規定する関係
があり (小田中, 2000, p. 1695), ｢認識｣ 及び ｢解釈｣ の両過程は研究者共同体の評価にさらさ
れているからである (Evans, 1997＝今関・林, 1999, p. 103). 歴史家集団が死守すべきは証拠
に基づいて ｢認識｣ と ｢解釈｣ を行うことである (同上訳書, p. 175). 歴史家の ｢認識｣ と
｢解釈｣ は研究者共同体の中で評価されることで歴史学の客観性が担保され (上野, 2005, p. 22),




り, 歴史学の科学性が担保されるのである (小田中, 2005, pp. 584-585：遅塚, 2010, pp. 3-4).
｢認識｣ 及び ｢解釈｣ の両過程が研究者共同体の評価にさらされていることを典型的に示す有
名な事件は, 1980 年代のアメリカ歴史学会における A. Abraham (以下エイブラハムと表記)
事件である. エヴァンズによれば, 歴史家は自らの着想を証拠に照らし合わせて一致しない場合
はそれを放棄することを常としている. 特定の ｢認識｣ や ｢解釈｣ に反する証拠がある場合には,
それを省略したり曲解したりしてはいけない. たとえ, ｢認識｣ や ｢解釈｣ を修正したり, その
全てを放棄することを余儀なくされたとしてもそれをきちんと説明しなくてはならない. しかし
エイブラハムはこの規範を軽視し証拠の扱いに不注意であった (Evans, 1997＝今関・林, 1999,
p. 98).
1981 年にエイブラハムの著作 『ヴァイマル共和国の崩壊』 がプリンストン大学出版会から出
版された. この著作は複数の歴史家から自分の ｢解釈｣ に合うように証拠を作り上げているとし
て批判を浴び, エイブラハムがそれに回答するという形の論争を生み出すことになった. その後
同著作の推薦者 G. Feldman (以下フェルドマンと表記) 自身が数々の誤りを指摘して, この論
争に参加しフェルドマンの指導下にある大学院生に対してエイブラハムの著作の全ての参考・引
用箇所の調査を命じた. この大学院生は, 手紙や文献の書き手についての誤り, 誤訳, 誤解, 史















が, この用語を最も有名にしたのはフランスの Annales (以下アナールと表記) 派である. ア
ナール派は, 1930 年に創刊された雑誌 『社会経済史年報 (アナール)』 を中心に研究活動を行っ
た歴史家集団である. 新しい歴史学と呼ばれたいずれの歴史家集団においても, 歴史学が国家の




した特質になっていく (中野, 2000, pp. 1-3).
伝統的会計史は, 経済合理主義等の経済学または経済理論に由来する方法及び理論を利用して
過去の出来事を研究するが, 新しい会計史は, 社会学または社会理論に由来する方法及び理論を
利用して過去の出来事を研究する (Napier, 2009, p. 32). この社会学または社会理論とは主流
の社会学または社会理論ではなく, それに対抗する代替的な社会学または社会理論である (新谷,
2010, pp. 46-47).
1970 年－1980 年代に伝統的歴史学と異なる 2 つの新しい歴史学が出現している. 1 つは文化




(Gaffikin, 2011, p. 242).
一方言語論的転回の歴史学にも伝統的歴史学に対する独自の理論的批判がある. この理論的批
判の基礎には独自の言語観と歴史叙述観がある. 一方の独自の言語観の出発点は 1960 年－1970
代に哲学・思想界に現れた構造主義にあり, この構造主義の父が F. d. Saussure (以下ソシュー
ルと表記) である. ソシュールは, 存在する ｢モノ｣ とその ｢モノ｣ に与えられる意味とその意
味を指し示す ｢言葉｣ との関係が恣意的関係であり, ｢言葉｣ の意味は ｢モノ｣ によって決めら
れた意味ではなく, 他の ｢言葉｣ との関係の中で決められた意味であると考えた (小田中, 2004,
p. 70). さらに人間は言語的構造の枠内で動くのであり, その構造は人間によって決定されず,
逆に人間を決定するものである, と考えた (南塚他, 2011, p. 251).
ソシュールの考えをさらに徹底させた哲学者の J. Derrida は, 言語で作られるテクストはそ
の外部の人間の世界とは関係がないと考えた. ｢テクストの外部は存在しない｣, とか ｢テクスト




1994, p. 1). なぜなら, 歴史学の場合には過去の史料記述者は言葉を利用してそれを記述してお
り, 歴史家はその史料を言葉を利用して認識し解釈し, また言葉を利用して ｢解釈｣ と歴史像を
読み手に伝達しているからである (小田中, 2004, p. 71).
伝統的歴史学では妥当な ｢認識｣ の存在, 史実の存在を無条件に前提にしている. しかし, 言
語論的転回の歴史学では, 言語がその外部に事実という指示対象を持たないという言語観を持つ
ため, この言語観を歴史家の言語に適用すると, 妥当な ｢解釈｣ も存在しないし, 妥当な ｢認識｣
自体も存在しない. これは言語の背後にある事実の存在を否定するまたはその認識を不可能とす





め, この言語観を言語を利用して過去を記述した人々に適用すると, 妥当な ｢解釈｣ ではその人々
の言語が彼らの行動や経験等を規定することになる. つまり言語が人間の思想や行動を規定する
のである. これは人間の思想や行動を言語に還元して説明する言語一元論または言語還元主義と
なる (同上稿, p. 129).
他方の独自の歴史叙述観は歴史叙述を物語る行為とみなすものである. 物語る行為とは, 既に
生じたある出来事を結末に置き, それが生じるにあたって意味を持つと思われる出来事をそれ以
前の無数の出来事の中から選び出し, 時間軸の上に配列して 1 つの物語を形成することである
(鹿島, 2006, pp. 6-10). 歴史家の ｢解釈｣ または歴史像に物語り行為の側面があることは伝統
的歴史学でも十分に認識されてきたが, H. White (以下ホワイトと表記) はさらに進んで歴史
叙述は文学または言葉の上での虚構と異ならないと述べた (Gaffikin, 2011, p. 243).
ホワイト (1973) によれば, 歴史家は歴史叙述にあたり物語と同じいくつかの形式の中から選
択を行っている. 例えば, 出来事に意味を与えるプロットとして, ロマン的, 喜劇的, 悲劇的,
風刺的なもののうちいずれかを選択している. ホワイトにとって歴史学は科学というよりも文学








実際の過程に関する研究 (歴史研究) を行うためには, 過去そのものの研究ではなく歴史家が書
き再構成したもの (第二次史料) を研究する方が重要と考えているからである (同上訳書, p. 83).
以上の言語論的転回の歴史学は, マンスロウの著書 『歴史を脱構築する』 (1997) に示された 3
つに分類された歴史学 (脱構築主義者, 再構築主義者及び構築主義者の歴史学) のうちの脱構築
主義者の歴史学である. 脱構築主義者の歴史学には, 上記に示した特有の言語観と歴史叙述観等
の特徴がある. 言語で書かれた史料はテクストであり過去自体を伝えるものではなく, それを基
礎にした歴史叙述はもう 1 つのテクストに過ぎず過去の事実を表さない. 歴史叙述に物語性のあ
る歴史という形式を与えるのは歴史家の方であり, 過去自体は物語性のあるものとして存在して
いない. あらゆる歴史叙述は一定の立場またはパラダイムから書かれたものであるため, 歴史認














第 1 に, Walker (2008) は, Hoskin & Macve と Tyson の論争から得られる歴史研究の 1 つ
の真理として, あらゆる証拠が多様な解釈にさらされることを述べた. 上記の伝統的歴史学の説
明に従えば, 特定の証拠・史料について史料批判等を行い, 正しい ｢認識｣ が得られたとしても,
複数の史実と史実の関連を想定した ｢解釈｣ は特定の解釈枠組の下で行われることになる. そし
て史料の収集や史料記述者の解釈が介入した史料に対する歴史家の読解にも解釈が介入する. し
かし, 上記のエヴァンズの説明に従えば, 異なる ｢解釈｣ が異なる歴史哲学に基づいているから
決着させる手段がないということはありえない.
第 2 に, Tyson は新しい会計史を第一次史料や証拠をさげすむ会計史と捉えたが, Hoskin &






第 3 に, Tyson (1995, 2000) は新しい歴史学及び新しい会計史を言語論的転回の歴史学と同
じものとみなして批判しているため, Funnell (1996) はその Tyson の考えに問題があると指摘
したのである. Funnell (1996) は, 言語論的転回の歴史学が新しい会計史にほとんど影響を与
えていないと主張し, Napier (2009) は, 会計史の領域では, 脱構築主義者の会計史はほとん
ど存在しないと示唆している. 双方とも新しい会計史を言語論的転回の歴史学とは異なるものと
考えている.
しかし, Tyson (1995, 2000) は, 新しい歴史学または新しい会計史について, 歴史的知識を
主観的なものと考え事実と架空を区別しないとか, 特定の立場を支持するために, 証拠の取捨選
択を行い, 証拠の示す客観的現実を理論, 言語または解釈に取り替える, として批判を行ってい












1 本稿の作成にあたっては, 文部科学省科学研究費基盤研究 (C) (一般) (2010-2012 年度) ｢新しい会
計史の可能性と課題｣ から研究経費援助を受けている.
2 足立 (1996, p. 107, 表 4-4) は, Dalliba 報告書に依拠して, ｢1819 年における完成小銃制作原価 (Cost
of the workmanship of a musket completed, in 1819)｣ と ｢制作及び資材, すなわち完成小銃の費用
(Expense of workmanship and materials, or musket completed)｣ を示している. 両者の数値を対照
させると, 前者が小銃一挺あたりの労務費であり, 後者がその労務費と材料費その他を含む小銃一挺あ
たりの単位総原価であることが分かる.
小銃一挺あたりの労務費の合計は 6.57 ドル (うち銃身制作は 1.31 ドル, 銃機制作は 2.1 ドル, 込矢,
銃剣含む装填は 1.5 ドル, 銃床及び仕上げは 1.66 ドル) であり, 小銃一挺あたりの単位総原価は 12.40
ドル (うち労務費は 6.57 ドル, 鉄 20 ポンドは 1.6 ドル, 鋼 3 ポンドは 0.48 ドル, 粗削の銃床は 0.3 ド
ル, 石炭は 1.0 ドル, やすりは 0.2 ドル, 偶発費は 1.0 ドル, 工具及び機械の減耗費は 0.25 ドル, 減損
は 1.0 ドル) である.
以上のように Dalliba 報告書には, 1819 年の軍需品部の見積りによる単位総原価が示されている. こ
の計算では, やすり, 工具及び機械の減耗費及び欠陥品の労働 (同労働を減損と解釈－新谷) の合計は
1.45 ドルである. このやすり, 工具及び機械の減耗費及び欠陥品の労働の金額は, 本文中に示した 1815
年－1818 年の Springfield 兵器廠の文書 (NARA RG156) にあるそれらの金額と同様に総原価の約 12
％である.
また足立の著書 (1996) の第 5 章は, 主に Deyrup (1970) に基づいて, アメリカ銃器製造業におけ
る原価計算の特徴を 3 つの期間に分けて説明している (同上書, pp. 126-164).
第 1 期 (1798-1830 年) において Springfield 兵器廠で利用される原価計算の方法には 2 つの方法があ
る. 1 つは実費 (直接労務費と直接材料費) またはこれに監督費を加えた金額を製造原価とする方法で
あり, 広範に利用された方法である. この場合製造原価の 2/3 は労務費, 1/3 は材料費である. もう 1
つは実費に利子, 保険料, 減価償却費を加えた金額を製造原価とする方法であり, ほとんど利用されな
い方法である.
Springfield 兵器廠の原価は民間兵器廠の兵器契約価格の基礎であったため, 政府は民間兵器廠に対
して, 銃器 1 挺あたりの実費の他にその他の費用および利益として 1 ドル追加する方針を採用していた.
第 2 期 (1831－1860 年) においては, 1850 年代後半に至っても Springfield 兵器廠の原価見積もりは
著しく不適切であり, 単位総原価は単位直接労務費を 2 倍化するのみであった. 直接費を 1 とした場合,
直接労務費は 2/3, 直接材料費は 1/3, 製造間接費は直接労務費の半分で 1/3 である. 直接費を 1 とし
た場合, 単位総原価は 4/3 となる.
第 3 期 (1861－1870 年代) においては, 製造間接費は直接労務費とほぼ同額となる. 単位原価に占め
る製造間接費の割合が増大している.
3 Tyson は第一次資料, 古文書を最優先する立場を採用するにとどまらず, 歴史家が会計の現状につい
て発言すべきではない, という立場も採っている. 会計史家が古文書優先主義, 客観主義の認識論を厳
密に支持すると会計の現状を批判しないことになる, という Sy & Tinker (2005) の批判に対して,
Tyson & Oldroyd (2007) は, 次のように回答している (Macintosh, 2009, pp. 2-3).
｢我々は, 会計史家が今日の実務及び理論の問題に取り組む権威を持っている, または同問題に取り
組む立場に十分置かれている, とは考えていない. その取り組みは社会活動家, 現代の批判者及び会計
の規制主体に任されている.｣ ｢むしろ, 歴史家は過去を検討し, 明るみに出し, 解釈する事を続けるべ
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きである.｣ (Tyson and Oldroyd, 2007, p. 188)
この Tyson & Oldroyd (2007) を材料にした Sy & Tinker (2009) では, Tyson & Oldroyd の立場
について, 次のように述べている. ｢古文書優先主義, 実証主義の隠れた政策は, 政治的に保守的なも
のである. 保守的とは現状維持を目的とする政治の一形態である.｣ ｢政治的中立性の支持は, 現状の維
持という当然の帰結をもたらす. 政治的争いから離れて立つことは, 既存の制度的, 政治的, 社会的,
知的秩序に従うことである.｣ (Sy and Tinker, 2009, p.2, 11)
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